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The main purpose of this paper is to examine the strategic implication of the ‘New Southern Policy’ 
advocated by the Moon Jae-in administration of the Republic of Korea, in the context of emerging debate 
on the Indo-Pacific. The Moon Administration, since its inauguration in May 2017, has presented the 
vision of ‘Northeast Asia Plus Community of Responsibility,” which consisted of three pillars such as 
the Northeast Peace and Cooperation Platform, New Northern Policy, and New Southern Policy. 
While much attention is given to the Northern aspect of the proposal, in relation to the issue of North 
Korea, the under-studied New Southern Policy deserves in-depth analysis as an attempt for a middle- 
power regionalist diplomacy.
With the framework of its New Southern Policy, ROK government strives to find a middle way be-
tween the US-led ‘Free and Open Indo-Pacific’ （FOIP） Strategy and China’s Belt and Road Initiative 
（BRI）. What is new and significant in Moon’s regionalist diplomacy is the attempt to align with other re-
gional middle-powers such as Indonesia and India, which share concern over emerging geopolitical ri-
valries and economic tensions in the Indo-Pacific region.
はじめに
本稿では，韓国文在寅（ムンジェイン）政権の地域主義外交，とりわけ「新南方政策」に焦点を合
わせ，その構想の経緯や内容，実行過程を各国の政府資料などに基づき，実証的に解明することを目
的とする。現在，筆者が取り組んでいる戦後韓国の歴代政権の地域主義外交に関する一連の研究の一
環であり，ここでいう地域主義外交とは，「地域の多国間枠組みの形成を目指す外交」を意味し，
2000年代以後顕著になっている「ミドルパワー外交」という視点からの考察が中心となる。
文在寅政権の外交構想の中でとくに「新南方政策」を取り上げる理由は 2つある。第 1に，文在寅
政権の外交政策については，朝鮮半島の南北関係の激動や日韓関係の悪化などに影響され，「反日」
や「親中」，「南北融和」などの側面に関心が集中している状況がある。南北関係や日韓関係とも関連
して，文在寅政権は「北東アジアプラス責任共同体」という概念の下，「新北方政策」や「新南方政策」
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など，地域に関する政策構想を相次いで打ち出し，実行にも力を入れている。米中間の地政学的な関
係が変容する中で，韓国外交がどのような方向性をめざしているかは，地域秩序を展望する上でも考
察が必要な課題だが，学術的な研究や分析は皆無に等しい。
第 2に，文在寅政権が唱える地域戦略の中で，「新南方政策」がミドルパワー外交の特徴をよく表
しており，しかも，ASEAN（とりわけインドネシア）やインドなど，他の域内ミドルパワーとの連
携で，一定の進展を示していると思われるからである。関連する報道も少なく，一般的にあまり知ら
れていいないが，韓国の「新南方政策」は，日米が進める「インド太平洋」戦略に対して，自らの外
交的立地を確保するための構想という側面がある。大国主導の秩序づくりを警戒し，地域の多国間枠
組みを志向するのがミドルパワー外交の特徴の 1つであり，その点では，「新北方政策」と「新南方
政策」は同じである。しかし，現在のところ，「新南方政策」の方が実質的な進展を示しているよう
にみえる。もちろん「新北方政策」が北朝鮮問題と密接にリンクしているという事情が大きく影響し
ているが，域内にその構想を連携して進められるパートナーがあるかどうか，という要因にも注目す
る必要があろう。「新北方政策」の対象地域は，モンゴル以外は，中国やロシアなど大国のみである
が，「新南方政策」には，インドネシアをはじめ ASEAN諸国やインドなど，韓国と同じく，米中の
対立激化を望まないパートナーが存在する。それらとの連携を通じて，「新南方政策」は机上の空論
にとどまらず，現実の中の外交になっているのである。
以下では，「インド太平洋」をめぐる米日や ASEAN・インドの動きとの関係に注目しつつ，文在
寅政権の「新南方政策」の意味や展望，課題などについて検討することにしたい。
1.　文在寅政権の選挙公約にみる外交の志向性
文在寅政権の地域主義外交戦略の柱となる「北東アジアプラス責任共同体」構想は，まず 2017年
5月の大統領選挙に際して，所属する共に民主党の公約として提示された。当初の名称は「北東アジ
アドハギ（加え）責任共同体」であったが，選挙後すぐに「北東アジアプラス責任共同体」に変更さ
れた 1。おそらく純粋な韓国語である「ドハギ」が用語法としてやや不自然であり，「ASEAN＋1」や
「ASEAN＋3」などが外交上の用語としてすでに一般化しているという判断によるものであろう。
共に民主党は第 19代大統領選挙の公約として，「4大ビジョン」と「12大約束」を掲げた 2。3番目
のビジョンが「平和な韓半島・安全な大韓民国」であり，それに属する外交・安全保障分野の「約束」
が「強く平和な大韓民国」である。この 9番目の「約束」の中に，「責任国防」「国益優先の協力外交」
「平和統一」の 3つの政策が含まれ，それぞれ国防，外交，統一政策（南北関係）に該当する。この
ような 3部構成のパターンは前任の朴槿恵政権の公約や政策課題とほぼ同じである 3。
外交政策については，「国益優先の協力」というタイトルの下に，①「国民外交」，②「周辺 4か国
との協力外交の強化と北東アジア加え責任共同体の形成」，③通商外交，④公共外交（パブリックディ
プロマシー），⑤在外国民の保護など 5つの項目を柱として提示した。第 1の「国民外交」とは，国
 1 韓国語では「東北亜」が一般的だが，本稿では日本の通常の用語法に従い，直接の引用以外の本文中の記述では「北東アジア」
という表記に統一する。
 2 共に民主党『国を国らしく――第 19代大統領選挙政策公約集』，2017年 4月，共に民主党ウェブサイト（https://theminjoo.
kr/board/view/policyreference/90440）。
 3 朴槿恵政権が掲げた外交政策の概要については，李鍾元「韓国朴槿恵政権の北東アジア平和協力構想」，2～3頁を参照。
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民の生命や財産保護の重視，国民の意見反映，民間専門家の外交への積極活用などを主な内容として
いる。朴槿恵大統領を弾劾に追い込んだいわゆる「キャンドル革命」を背景に誕生した政権という意
識が窺え，「外交の民主化」の表れともいえる。
第 2の「周辺 4か国との協力外交の強化と北東アジアドハギ責任共同体の形成」が本稿のテーマで
ある地域外交政策に直接関連する部分である。「周辺 4か国」との関係を柱とする枠組みは従来と同
じである。韓米を筆頭に，韓日，韓中，韓露と続く順番が長年踏襲されていたが，前任の朴槿恵（パ
ククネ）政権が中韓関係を日韓関係の前に置いたことが注目を集めたことがあった 4。文在寅政権も同
じく，米国，中国，日本，ロシアの順に列挙している。①「韓米同盟関係」については，「高次元の
協力関係の構築」，②「韓中関係」については，「実質的な戦略的協力パートナーシップに発展」，③「韓
日関係」については，「歴史問題の真摯な反省と実用的友好協力の同時推進」，④「韓露関係」につい
ては，「戦略的協力パートナーシップの実質的な発展」などをキーワードに，それぞれ具体的な政策
課題を羅列している。米韓関係だけに「同盟」という言葉が付けられ，他との違いを強調する形に
なっている。
こうした周辺 4か国との関係に加えて，5番目の柱として，「北東アジアドハギ責任共同体の構築
と繁栄空間の拡大」を提示し，地域の多国間枠組み形成，すなわち地域主義外交のビジョンを公約と
して示していることが特徴といえる。この点では，朴槿恵政権も同様に，伝統的な周辺 4か国との関
係の他に，「東北亜平和協力構想およびユーラシア協力」といった地域の多国間協力枠組みを外交政
策の重要な柱として掲げた。「ユーラシア協力」は後に「ユーラシアイニシアティブ」に名称が変更
された 5。
「北東アジアドハギ責任共同体構築と繁栄空間の拡大」の具体的な課題としては，①日中韓三国協
力関係の強化と六者協議の再開を通じた多国間協力体制の構築，②多国間安保と経済共同体を統合し
た「北東アジア責任共同体」の形成，③ ASEANおよびインドとの外交を「周辺 4強 6に比肩する水
準の経済的，政治的，戦略的レベルに格上げする」ことなどが示された。日中韓協力や六者会談など
北東アジアの地域枠組みは従来の政権でも見られた政策志向だが，ASEANやインドなど，周辺 4か
国以外の地域が政権の外交政策の主要な項目として提示されたのは，文在寅政権が初めてといえる。
後述するように，これが「新南方政策」の土台となる。
第 3の通商外交の項目は主として「保護貿易主義への対応」として「通商外交力量の強化」といっ
た経済外交の分野であり，ここでもミドルパワー外交や地域主義外交の志向性が強く打ち出されてい
る。まず，「東アジア経済統合」への「中心的な役割」が強調され，具体的には，①「東アジア地域
包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic Partnership ＝ RCEP），日中韓 FTAを通じて
アジア太平洋地域の貿易自由化を主導し，日中韓三国の平和協力体制構築に寄与」，②「北朝鮮の
WTO加入などを通じた北朝鮮の国際経済体制への組み入れを支援，③「北東アジア開発銀行を設立
し，アジアインフラ投資銀行（AIIB），アジア開発銀行（ADB）との連携を通じて北朝鮮のインフラ
 4 「同上」，3頁。
 5 「同上」。
 6 「周辺 4強」とは，朝鮮半島に関わりの深い米国，中国，日本，ロシアを指す用語として，韓国で戦後初期に登場し，頻度
は減ったものの現在もときおり使われる。
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開発を推進」などが政策課題として提示された。こうした記述からは，北朝鮮問題や中国の台頭に起
因する北東アジアの地政学的な不安定性など地域の外交・安全保障問題に対して，地域協力の推進と
いう経済的手段に基づいた機能主義的なアプローチを重視する政策の方向性が窺える。後述する「新
南方政策」との関連では，中国が創設した AIIBと米日が主導する ADBとの「連携」を打ち出して
いる点が注目される。
通商外交の 2番目の課題は「新興市場の開拓と自由貿易秩序の拡大推進」といった経済分野の政策
だが，ここでも文在寅政権の外交・安全保障の戦略志向がよく表れている。具体的には 2つの課題が
提示されているが，その 1つは「保護貿易主義に対処し，中国への過度の経済依存から脱するために，
ASEANやインドを日本，中国に次ぐわが国の貿易および投資進出市場として積極的に開発」するこ
ととされた。「中国への過度の経済依存」からの脱皮が強調されたのは，2017年初めのサードミサイ
ル配備以後，中国に進出した企業への圧迫や文化・観光産業の制限など中国側の報復措置で大きな打
撃を受けた経験が背景にある。中国依存の経済的リスクを減らし，貿易関係の多様化といった観点か
らも，「南方」の ASEANやインドが重視されるという構図である。いわゆる「チャイナプラスワン」7
の発想といえる。
もう 1つの課題として，豪州，シンガポール，メキシコ，チリなど，自由貿易に対する立場を共有
する国々とともに，「通商先進国クラブ」（別称「ソウルクラブ」）を立ち上げるとした。名称に「先
進国」という言葉が入っているが，通商の面におけるミドルパワーの試みといえよう 8。
文在寅政権の外交分野公約の第 4の「公共外交」と第 5の「在外国民の保護」は一般的な内容であ
り，従来の政権のものとあまり変わらない。
以上のような「公約」はあくまでも基本的に大統領選挙に際して提示されたものであり，概略的な
内容や表現にとどまっている。しかし，文在寅政権の外交政策の大まかな方向性は集約的に示されて
いる。結論を先取していうと，周辺 4か国との関係や朝鮮半島の南北問題が中心をなし，地域枠組み
としては朝鮮半島を含む「北東アジア」に焦点が当てられていた以前の政権とは違って，ASEANや
インドなど「南方」への政策的関心が明示的に提唱された点が文在寅政権の地域主義外交の大きな特
徴といえる。
2．文在寅政権の地域主義外交と「北東アジアプラス責任共同体」
2017年 5月 10日，文在寅政権がスタートした直後から，こうした「公約」の肉付けが進められ，
体系的な外交政策が提示された。その作業は国政企画諮問委員会が担った。新政権の政策課題の策定
や提示は，当選から就任までの期間中に，大統領職引受委員会が前政権との協議を踏まえて行うのが
通常である。しかし，文在寅政権の場合，前任の朴槿恵大統領の弾劾と罷免による前倒しの選挙で選
出され，当選翌日から大統領としての職務が始まる状況であったため，例外的な措置として，当選後
 7 「チャイナプラスワン」とは，生産拠点や輸出市場などで中国への過度の集中や依存によるリスク低減のため，中国以外の
国に拠点や輸出先を確保しようとする企業の戦略を指す用語であり，2010年前後から日米などで使われはじめた。
 8 この構想は韓国政府内に推進を担当する部署が新設され，予算措置が行われたが，まだ具体的な進展はない。2018年 3月，
韓国外交部に「通商先進国クラブ」構想の立案や推進を担当する課を設け，19年に同クラブの創設などのための予算として
4億ウォンを策定した（2019年 5月 3日現在）。「文在寅メーター・公約チェックプロジェクト」ウェブサイト（http://
moonmeter.kr/detail.jsp?sp_no＝860）。
̶     ̶65
韓国・文在寅政権の地域主義外交と「新南方政策」
に国政企画諮問委員会が設置され，事実上の引受委員会の役割を果たした 9。文在寅政権の国政企画諮
問委員会は，2017年 5月 16日に設置され，同年 7月 15日まで活動し，『文在寅政府国政運営 5か年
計画』を発表した。この文書が文在寅政権の政策全般の青写真であり，指針ということになる 10。
国政企画諮問委員会は，「国際協力を主導する堂々たる外交」というスローガンの下，外交分野の
政策課題として，①国民外交および公共外交を通じた国益の増進，②周辺 4か国との堂々たる協力外
交の推進，③北東アジアプラス責任共同体，④国益を増進する経済外交および開発協力の強化，⑤保
護貿易主義への対応と戦略的経済協力の強化など 5つを提示した。これらが「国政 100大課題」のう
ち，96番から 100番を構成した。大統領選挙時の「公約」に比べると，「国民外交」と「公共外交」
が 1つに統合され，「在外国民の保護」が抜けている。その代わり，「北東アジアプラス責任共同体」
が独立した項目となり，経済・通商分野が「経済外交・開発協力」と「保護貿易主義への対応と戦略
的経済協力」の 2つに分けられた。公共外交や在外国民の保護のような通常の活動より，戦略性のあ
る課題を前面に打ち出したといえる。とりわけ，周辺 4か国との関係という伝統的な外交の課題と切
り離して，「北東アジアプラス責任共同体」という地域協力の構想を個別の課題として掲げたことは
従来にない形であり，地域主義外交の志向性を際立たせている。また，「戦略的経済協力」でも，
RCEPや日中韓 FTAなどへの積極的な参加を通じて，「東アジア経済統合の中心的な役割」が強調さ
れた。
この文書によって，当初の「北東アジアドハギ責任共同体」は「北東アジアプラス責任共同体」に
名称が変わり，公式化した。本稿のテーマはこの第 3項目だが，その関連で，伝統的な周辺 4か国と
の関係の位置づけについて，いくつかの点を指摘しておきたい。「周辺 4か国との堂々たる協力外交
の推進」は，米，中，日，露の順に外交関係の基調を提示しているが，「公約」より踏み込んだ表現
が用いられた。キーワードの提示にとどまっているが，文在寅政権の外交の方向性を示す材料といえ
よう。まず，米韓関係については，米韓同盟を「互恵的な責任同盟関係」に「深化・発展」させると
した。米韓同盟を維持しつつも，韓国の役割（責任）を拡大し，より互恵的（すなわち水平的）な関
係にしていきたいという意志が窺える。続いて，中韓関係は「実質的な戦略的協力パートナーシッ
プ」，日韓関係は「歴史を直視つつ，未来志向的な成熟した協力パートナーシップ」，韓露関係は「戦
略的協力パートナーシップの実質的発展」がそれぞれ課題とされた。中国やロシアとは，北朝鮮の核
問題の「解決」のための協力や「戦略的疎通」が明記されたのも目を引く。
第 3項目で，「北東アジアプラス責任共同体」の中身がより具体的かつ体系的に提示されたが，そ
の中で「新北方政策」と「新南方政策」という用語が初めて登場した。ここで示された枠組みが文在
寅政権の地域主義外交の骨格をなし，以後，政府の外交政策の説明や文書の土台となっている。それ
によると，「北東アジアプラス責任共同体」の目的は，「北東アジア地域内の地政学的な緊張と競争の
構図」の中で，韓国の「生存と繁栄」に友好的な環境を形成することにある。米中対立に集約される
北東アジアの地政学的リスクへの対応という点を明確に打ち出したといえる。
 9 国政企画諮問委員会の設置や活動内容などについては，同委員会が活動終了後に作成，公表発表した白書を参照。国政企画
諮問委員会『国民の国――正義の大韓民国』（国政企画諮問委員会白書），文化体育観光部，2018年 8月，大韓民国政策週
刊誌・共感（文化体育観光部ウェブサイト）（http://gonggam.korea.kr/archBookList.do）。
10 国政企画諮問委員会『文在寅政府国政運営 5か年計画』，2017年 7月，大韓民国政策ブリーフィング，http://www.korea.kr/
introduce/govVisionList.do。
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「北東アジアプラス責任共同体」は具体的に①「北東アジア平和協力プラットフォーム」，②「新南
方政策」，③「新北方政策」の 3つの要素から構成されるものとされ，「北東アジア平和協力プラット
フォーム」は「平和の軸」，新南方政策と新北方政策は「繁栄の軸」と位置付けられたのは，北朝鮮
問題や地政学的リスクといった外交・安全保障上の課題について，経済協力を主な手段とする機能主
義的なアプローチ，また，多国間協力の枠組みづくりをめざすミドルパワーの志向性を端的に示して
いる。
3つの要素のうち，「北東アジア平和協力プラットフォーム」とは，「域内対話・協力の慣行の蓄積
および北東アジアの主要国間のミニラテラル協力の制度化」と説明された。その具体的な課題として
は，①北東アジアの多国間安全保障協力の進展のための政府間協議の定例化・制度化の模索，②日中
韓三国協力の強化をはじめミニラテラル協力の推進，③MIKTA11の継続推進・強化，「東アジア内の
多様な形態の中堅国協力」が提示された。「公約」と比較して，「六者協議」への明示的な言及がなく，
「北東アジアの多国間安全保障協力」という一般的な表現に変わったのは，北朝鮮の核問題をめぐる
米朝交渉や南北関係の進展次第では，六者協議に限らず，多様な形の枠組みがありうるという判断が
背景にあったと思われる。事実，この文書が作成された 2017年前半の時期から，文在寅政権は水面
下で米朝・南北接触による緊張状態の打開を模索し，2018年 2月の平昌冬季オリンピックを契機に
米朝交渉ともに「朝鮮半島平和体制」の構想が急浮上することになる。
「東アジア内の多様な形態の中堅国協力」はその具体的な内容は示されていないが，後述するよう
に，近年新しいミドルパワー外交の担い手として注目されているインドネシアとの連携の模索が顕著
になっている。
第 2の「新南方政策」は「ASEANやインドとの関係強化」に基づく「海上戦略」と位置付けられた。
具体的に，ASEANに対して「周辺 4か国に比肩する水準」への実質的協力の強化，インドに対して
は，「戦略的協力の強化と実質的な経済協力の拡大」で「特別戦略的パートナーシップ」を構築する
ことが課題として示された。
第 3の「新北方政策」は「ユーラシア協力」を中心とする「大陸政策」であるとされた。具体的な
課題としては，「南北露」の三国協力に加え，「中国の一帯一路構想への参加」が掲げられた。
要するに，朝鮮半島問題を含む「北東アジア平和協力プラットフォーム」を中心に据え，それぞれ
「北方」と「南方」に伸びる地域協力と結びつけることで，懸案の北朝鮮問題や地政学的リスクへの
対応，すなわち「平和」の課題への枠組みを形成するとともに，「チャイナリスク」や保護主義など
に直面した韓国経済の活路，すなわち「繁栄」への道筋を見いだそうとする構想と要約することがで
きよう。
韓国では学界だけでなく，外交政策コミュニティなどでも地域協力や地域主義への関心が一般的に
高く，「東アジア共同体」や「北東アジア共同体」といった構想や用語は現在でもよく見られる。盧
泰愚（ノテウ）政権が「北方政策」を掲げ，「北東アジア平和協議体」を提唱して以来，歴代政権は
保守や進歩を問わず，それぞれ「東アジア」や「北東アジア」に関する構想を打ち出してきた。進歩
11 MIKTAとは，メキシコ，インドネシア，韓国，トルコ，オーストラリアの 5か国による政府間協力であり，2013年 9月に
正式にスタートした。創設に至る過程で韓国が中心的な役割を果たし，韓国のミドルパワー外交の取り組みの 1つである。
李鍾元「韓国朴槿恵政権の北東アジア平和協力構想」，7～10頁。
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派の盧武鉉（ノムヒョン）政権が「北東アジア・バランサー論」を唱え，北東アジアの地域協力を担
当する大統領直属機構として北東アジア時代委員会を設置したことは良く知られているが，後継の保
守派の朴槿恵政権も「北東アジア平和協力構想」や「ユーラシアイニシアティブ」を外交政策の根幹
に据えた。金大中（キムデジュン）大統領は，ASEAN＋3首脳会議を舞台に「東アジア共同体」構
想を主導し，2005年の東アジアサミット創設に至るプロセスの土台を築いた 12。このように韓国歴代
政権が積極的な地域主義外交を展開した背景には，北朝鮮問題を「解決」し，朝鮮半島に共存，さら
には恒久的な平和体制を築くためには周辺の関係国を組み入れた地域の協力枠組みが不可欠という認
識がある。その点で，文在寅政権が「北東アジア」という地域名を冠した外交政策の構想を打ち出し
たのは目新しいことではない。むしろ「北東アジア」というキーワードの面で，人的構成が重なる盧
武鉉政権だけでなく，政治的に対極に位置する前任の朴槿恵政権とも強い連続性を示していることに
注目すべきであろう。
ただ，文在寅政権は，対象地域として，北東アジアだけでなく，東南アジアや南アジアを包括する
枠組みを提示した点で，従来とは大きく異なる特徴を持つ。盧泰愚政権以来，歴代政権の多くは「北
東アジア」に焦点を合わせた。地域主義外交といっても，その主眼が北朝鮮問題への対応にあったか
らに他ならない。朴槿恵政権は「ユーラシア」を加えたが，これもいわば「北方」に向けた政策であ
り，東南アジアや南アジア，大洋州など，「南方」への政策的関心は希薄であった。唯一の例外は金
大中大統領が牽引した「東アジア共同体」構想であった。1997年のアジア金融危機の最中，国家破
産の状況でスタートした金大中政権としては，主として経済再建の観点から，日中や ASEAN諸国と
の関係強化に力を入れる必要があった。金融危機を契機に ASEAN＋3の枠組みが誕生すると，金大
中大統領はその制度化のビジョンとして「東アジア共同体」を唱え，その実現に尽力したのである。
文在寅政権は自らの地域主義外交の枠組みを「北東アジアプラス責任共同体」と名付けた。この名
称は通常の用語法としては不自然なところがあり，「プラス」や「責任」など聞き慣れない言葉が含
まれている。その意味や意図については，金ジュンヒョンの論考がほぼ唯一の説明となっている 13。
金は文在寅大統領の外交ブレーンとして，大統領職引受委員会の外交安保分科の諮問委員を務め，後
に国立外交院長に任命された。外交分野の公約や政策づくりに携わった国際政治学者である。
まず，「プラス」という言葉について，金ジュンヒョンは，「アップグレードまたは拡散」という意
味を持ち，「三重の含意」があると述べている。まず，対象地域について，北東アジアを「核心地域」
としながらも，その地域に閉じ込められた場合，韓国は「生存の問題に汲々して，最近の安全保障ジ
レンマや陣営対決をむしろ深化させる」恐れがあるとした。それを避けるために，「空間的範囲」を
「ASEAN，モンゴル，インド，米国，豪州，ロシア，ヨーロッパ」にまで拡大する必要があると主張
した。次に，扱うべき争点（イッシュ）を政治から経済，社会・文化の領域に拡大し，自治体外交や
公共外交をも包含するという意味である。最後に，「盧武鉉政権当時，北東アジア時代委員会を設立
し，積極的に推進した地域ビジョンを継承・発展させるという意図」があるとした。対象地域や争点
12 李鍾元「金大中政権の〈東アジア共同体〉構想と日中韓協力――日韓関係との関連に注目して」『アジア太平洋討究』第 36
号（2019年 3月），19～42頁。
13 金（キム）ジュンヒョン「文在寅政府の地域多者外交推進方向――東北アジアプラス責任共同体」『ROK Angle』1号，韓国
国防研究院，2017年 11月。
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領域の拡大を「プラス」と表現することはありうるが，「北東アジア」という地域名を冠した構想を
提唱しつつ，その中に，東南アジアや南アジアなどの「南方」を含めることは不自然ではある。その
背景には，盧武鉉外交の旗印でもあった「北東アジア」という地域概念を基本的に継承したいという
政治的意思があったことを率直に述べていて興味深い。
次に，「責任」という言葉が入った意味については，「責任国防，国民安全の責任，認知症への国家
責任制」など，「責任」が「文在寅政権を代表するキーワード」になっていることを指摘した。2014
年 4月，旅客船「セウォル号」が沈没し，救助の遅れで，修学旅行中の高校生 250名を含め，304名
が犠牲になる悲劇が起こった。この事件で政府に対する不信感が広がり，朴槿恵大統領が弾劾に追い
込まれる背景にもなった。これを契機に，国民の安全に対する国家の責任が争点として浮上し，文在
寅政権の政策にも強く反映されたのである。金ジュンヒョンは，多国間協力においても「真正性」（真
摯さ）が重要であり，究極的には「メンバー国に責任を問うことができる拘束力のある共同体」への
発展が目標であると述べている。しかし，これはあくまでも一般的な当為論であり，韓国が地域協力
枠組みの拘束力を行使できるものではない。それにも拘わらず，「責任」という言葉が用いられたの
は，「キャンドル革命」の国内状況が影響した結果に他ならない。
それでは，なぜ文在寅政権は，「北方」と「南方」を加え，従来の中心地域であった北東アジアに
東南アジアや南アジア，大洋州などを加えた包括的な地域主義外交を唱えるに至ったのだろうか。そ
の戦略的意図や意味についても，短いものだが，金ジュンヒョンの論考がもっとも体系的に説明して
いる。金によると，文在寅政権の「北東アジアプラス責任共同体」は，国際および地域秩序の大きな
変動期に直面した韓国なりのグランド・ストラテジーの模索ということである。彼は，「中国は〈一
帯一路構想〉，ロシアは〈新東方政策〉，日本は〈地球儀を俯瞰する外交〉を掲げ，ともに韓国を自国
の影響圏に組み入れようと試みている」状況で，これに対する「韓国版の中長期的な生存・繁栄戦略」
であると明言している 14。要するに，米中をはじめ，いわゆる大国の地域構想がぶつかり合い，韓国
が属する北東アジアや東アジアの地域に新たな対立と分裂が生まれつつある状況で，それが「新冷戦」
の分断につながることを避け，地域統合を進めることが自らの外交・安全保障や経済面での「国益」
に合致するという発想である。事実，1990年代末から 2000年代初めにかけて，「東アジア共同体」
への機運が高まり，韓国もそれに積極的に関わったが，皮肉にも 2005年の東アジアサミットの創設
を境に，地域協力の動きは失速した。それに代わって，一方では中国が「一帯一路」構想などを掲げ，
ユーラシアを中心としたメガ地域の形成を進め，他方では，米国と日本を中心に「インド太平洋」構
想が浮上し，「東アジア」が分断されるような状況が現れた 15。
金ジュンヒョンの論考で，「インド太平洋」の概念は明示的には触れられていない。しかし，「新南
方政策」の中身について，ASEANだけでなく，インドや豪州との協力関係の重要性を強調しており，
「インド太平洋」の枠組みを意識した内容となっている。さらに，韓国は「対米，対中，対日，対露
といった大国の外交陣営を乗り越え，重層的な多国間戦略対話ネットワークを構築」することで，「米
中関係が悪いときには葛藤の緩衝者として，良いときには協力の促進者としての役割を果たす」とい
14 「同上」，3頁。
15 「東アジア」地域の形成と変容の概要については，李鍾元「東アジア共同体形成の現状と課題」広島市立大学広島平和研究
所編『アジアの平和と核――国際関係の中の核開発とガバナンス』共同通信社，2019年，281～295頁を参照。
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うビジョンを提示した。亀裂の兆しが見える「北方」と「南方」をつなげようとする戦略的方向性で
あり，その文脈で，韓国は「大陸海洋複合国家」とも位置付けられた。盧武鉉政権が掲げた「北東ア
ジア・バランサー」の発展形といえる。ある種の「架橋国家」論であり，文在寅大統領は演説で「大
陸と海洋を結ぶ橋梁国家」16という表現を用いている。
韓国政府の公式文書でも「橋梁国家」という用語が徐々に定着しているように見える。韓国外交部
は新南方政策特別委員会（これについては後述）に提出した文書で，「橋梁国家として域内の繁栄と
平和への寄与」ことを外交方針の 1つとして提示し，具体的には，「大陸と海洋の関門に位置する韓
半島の地政学的価値を活用し，域内繁栄と平和を増進する」ことが「新南方・新北方の連携」の目標
であると記した 17。さらに，「他の地域構想との協力拡大」を掲げ，「開放性，包容性，透明性，国際
規範の尊重，ASEAN中心性などの域内協力の原則を土台に，米国のインド太平洋戦略や中国の一帯
一路など域内協力強化ためのいかなる地域構想（下線は筆者）とも積極的に協力を模索する」とした。
上記の金ジュンヒョンの論考と響きあう内容であり，「新南方政策」が，米国主導の「インド太平洋
戦略」と，中国が進める「一帯一路」の狭間で，類似した状況にある ASEANやインドと積極的に連
携し，米中対立による地域の分裂を回避しようとする戦略であることを明確に示しているといえよ
う。
3.　「新南方政策」の構想と実行――「韓国版インド太平洋戦略」の試み？
それでは，「北東アジアプラス責任共同体」構想の三本柱の 1つとして掲げられた「新南方政策」
は何を目指しているのだろうか。以下では，最近日本と米国を中心に新たな戦略的枠組みとして浮上
している「インド太平洋」という地域概念との関連に注目しつつ，「新南方政策」の具体的な内容や
実行の過程を整理し，その戦略的意図を明らかにすることにしよう。
2017年 5月，北朝鮮の核・ミサイル開発の加速化で，米朝間の軍事衝突さえ危惧される緊迫した
状況の中でスタートした文在寅政権は，南北・米朝関係の打開に力点を置かざるをえず，「韓半島新
経済地図」構想や，それを後押しする地域協力の新北方政策がより注目を集めた。2018年 8月 15日，
光復節の演説で，文在寅大統領は「北東アジア 6か国と米国が参加する北東アジア鉄道共同体」を提
案し，それを土台に「東アジアエネルギー共同体や東アジア経済共同体」の構築を唱えた 18。北東ア
ジア 6か国とは，朝鮮半島の南北に日，中，露とモンゴルを加えたものであり，新北方政策構想の一
環であった。
しかし，あまり注目されず，報道も少なかったが，文在寅政権は出帆当初から「南方」にも積極的
な関心を示した。就任直後，ASEAN諸国に大統領特使を派遣したことはその表れであった。従来は
米，日，中，露など「周辺 4か国」と EUに特使を送るのが通例であり，ASEANへの特使派遣は初
16 文在寅「第 74周年光復節慶祝辞」，2019年 8月 15日，青瓦台ウェブサイト，https://www1.president.go.kr/articles/6937，
文在寅「韓スペインビジネスフォーラム基調演説」，2019年 10月 24日，青瓦台ウェブサイト，https://www1.president.
go.kr/articles/7447。
17 外交部「韓 ASEAN特別首脳会議の結果報告と後続措置の推進方向」（新南方政策特別委員会第 4次会議案件①〔公開〕），
2019年 12月 19日，新南方政策特別委員会，報道資料，http://www.nsp.go.kr/news/news_view.do?post_id＝180&board_id
＝2&。
18 文在寅「第 73周年光復節慶祝辞」，2018年 8月 15日，青瓦台ウェブサイト，https://www1.president.go.kr/articles/4022。
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めてであった。「公約」や「国政課題」に示された「ASEANやインドとの関係を周辺 4か国に比肩
する水準に引き上げる」という方針をすぐに実践したのである。2017年 5月 21日～26日に朴元淳
ソウル市長が大統領特使としてフィリピン，ベトナム，インドネシアを訪れ，それぞれドゥテルテ大
統領，ジョコ大統領，クアン国家主席と面談し，文在寅大統領の親書を手渡した 19。また，文在寅大
統領は自らの任期内に ASEAN10か国すべてを訪問する意思を明らかにし，実行に移した。まず，
2017年 11月 8日から 14日にかけて，インドネシア国賓訪問を皮切りに，APEC首脳会議が開かれ
たベトナム，ASEAN関連会議と東アジアサミットが開かれたフィリピンを歴訪し，各国首脳と会談
した。さらに，2018年 3月にはベトナム，7月にはシンガポール，2019年 3月には，ブルネイ，マ
レーシア，カンボジア，同年 9月にはタイ，ミャンマー，ラオスをそれぞれ国賓訪問した。就任から
2年足らずで，国際会議で訪れたフィリピンを除き，ASEAN9か国を国賓として訪問する熱の入れよ
うであった。ベトナム，シンガポール，タイには国際会議を含めると 2回訪問するなど，以前の政権
に比べて，外遊日程に東南アジア重視の姿勢がはっきり表れた 20。
新南方政策の具体的な内容は，2017年 11月 10日，国賓訪問したインドネシアでの演説で公式に
発表された。後述するように，インドネシアを ASEANで最初の訪問国として選び 21，新南方政策を
対外的に公表する場として設定したのは，インドネシアを東アジアにおけるミドルパワー外交のパー
トナーとして位置付ける戦略的思考に基づくものであった。11月 10日，「韓インドネシアビジネス
フォーラム」での基調演説で文在寅大統領は，韓国とインドネシアとの二国間協力に加えて，新南方
政策の柱として，ASEANとの多面的な関係強化を土台に，「人間（People）共同体」「平和（Peace）
共同体」「共生 22繁栄（Prosperity）共同体」の構想を打ち出し，ASEANとの協力関係を「韓半島周
辺 4か国と同じレベル」に引き上げる方針を明らかにした 23。この演説では，韓国とインドネシアと
の二国間協力事業が主な内容を占め，ASEAN全体との協力構想は「3つの共同体」というキーワー
ドの提示にとどまった。
その詳しい内容を伝えるものとして，文在寅大統領の記名論文「韓 ASEAN協力関係――人間中心
の共同体に向けて」（2017年 11月 10日）が 11月 13日付けで寄稿専門のオンラインメディアであ
る『プロジェクト・シンジケート』に掲載された 24。インドネシア演説でスローガンを提示し，すぐ
19 『聯合ニュース』，2017年 5月 26日。
20 「文在寅大統領歴訪リスト」，ウィキ百科（韓国語），https://ko.wikipedia.org/wiki/。また，「新南方政策」，『政策ウィキ』，
http://www.korea.kr/special/policyCurationView.do?newsId＝148853887。『政策ウィキ』は，韓国政府の広報を担当する文
化体育観光部が運営する政策広報サイト『大韓民国政策ブリーフィング』の中の項目であり，政府政策の解説や関連データー
を提供している。
21 2017年 11月 8日～10日のインドネシア訪問は，文在寅大統領就任後，初の外国国賓訪問でもあった。
22 韓国語原文では「相生」の言葉が使われている。
23 文在寅「韓インドネシアビジネスフォーラム基調演説」，2017年 11月 10日，青瓦台ウェブサイト，https://www1.
president.go.kr/articles/1448。「人間」の韓国語としては「サラム」（ひと）という言葉を用い，括弧の中に英語の peopleを
併記した。後述ように，ASEANが掲げる「人間中心性」（people-centered）などの概念に重ねようとする意図が窺える。
24 Moon Jae-in, “Toward a People Centered ASEAN Community,” Project Syndicate, November 10, 2017, https://www.
project-syndicate.org/commentary/korea-asean-cooperation-at-50-by-jae-in-moon-2017-11?barrier＝accesspaylog。韓国語
原文は，「韓 ASEAN協力関係――人間中心の共同体に向けて」『中央日報』2017年 11月 13日。『プロジェクト・シンジケー
ト』は，「各界のリーダーによる論考や分析を会員の新聞および雑誌社に配信」する国際的なメディアのネットワーク組織
である。『ウィキペディア』によると，検索した 2020年 2月現在，会員は，150か国・439紙誌に上るという。多数の言語
に翻訳され，世界各国のメディアに配信，掲載されるため，政策の公表や広報に活用される場合が多い（https://ja.wikipe-
dia.org/wiki/PROJECT_SYNDICATE）。文在寅大統領の寄稿文は，英語やインドネシア語の他に，中国語，フランス語，ア
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に文書としてその内容を公表したのである。また，インドネシアの後に，ASEAN関連会議出席のた
めに訪れたフィリピンでは，11月 13日，「ASEANビジネス投資サミット（ABIS）」で演説し，寄稿
文の骨格に沿って，3つの共同体からなる「韓 ASEAN未来共同体」のビジョンを打ち出した 25。『プ
ロジェクト・シンジケート』寄稿文では，「人間中心の共同体」や「（ASEANと）ともに繁栄する人
間中心の平和共同体」などの表現が用いられた。こうした共同体の概念や枠組みは，ASEANが進め
てきた ASEAN共同体と重なるところが多い。周知のように，ASEANは 2015年 12月に，政治安全
保障共同体（APSC），経済共同体（AEC），社会文化共同体（ASCC）の 3つの柱からなる ASEAN
共同体の創設を宣言した。また，その理念の面では，「人間中心」（people-centered）や「人間志向」
（people-oriented）が目指すべき核心的な価値の 1つに位置付けられている。文在寅政権が新南方政
策の一環として打ち出した「韓 ASEAN共同体」構想はこうした ASEAN側の動きに重ね合わせ，戦
略的な協調を模索しようとするものであった。
東南アジア歴訪の一連の演説と寄稿文で新南方政策の大枠が示されたが，その後，具体的な内容の
肉付けが行われた。その作業を担当したのは新南方政策特別委員会であった。2017年 11月のインド
ネシアなど ASEAN3か国，2018年 7月のインドとシンガポール訪問の成果を踏まえて，文在寅大統
領は「新南方政策を本格的に推進する体系を立て，首脳外交で合意された事項を迅速に実行し，国民
と企業がその成果を実感できるように努力したい」と述べ，それを受けて，大統領直属の政策企画委
員会の傘下に特別委員会が設置された。特別委員会の委員長は青瓦台の金顕哲（キムヒョンチョル）
大統領経済補佐官が務め，政府側委員には企画財政部，外交部，行政安全部，産業通商資源部など
12の部署の次官，大統領秘書室の通商秘書官，国家安保室外交政策秘書官などが入り，他に国家安
保戦略研究院など政府シンクタンクや民間の専門家が委員に加えられた。青瓦台を司令塔に外交・安
全保障や経済・通商など政府の関連機関を網羅した構成であった 26。
ちなみに，新南方政策と対をなす新北方政策に比べると，委員会の地位や構成は一段低いレベルで
あった。新北方政策については，一足早く，政権発足の直後である 2017年 6月 26日，大統領直属
の機構として北方経済協力委員会が設置された。委員長には与党の重鎮である宋永吉（ソンヨンギ
ル）議員が任命され，企画財政部，外交部，統一部，産業通商資源部の各長官と青瓦台経済補佐官ら
5人の政府委員の他に，各分野の民間委員 23名からなる構成であった 27。新南方政策特別委員会が政
ラビア語，ロシア語など 9か国語に翻訳されている。英語版は東南アジアのメディアにも掲載され，『The ASEAN Post』紙
などでも閲覧できる。『プロジェクト・シンジケート』が活用された日本の例としては，安倍晋三首相が，第 2次安倍内閣
が誕生した翌日にあたる 2012年 12月 27日付けで，「アジアの民主的戦略ダイヤモンド」を掲載したことが知られる。日米
豪印がインド洋から西太平洋に至る地域の安全保障協力体制を築くべきと説いた論考は，タカ派的な対中政策の志向性を明
確に示したものとして注目を集めた。Abe Shinzo, “Asia’s Democratic Strategic Diamond,” Project Syndicate, December 27, 
2012。この論文は，2012年秋，すなわち安倍が政権に復帰する以前に依頼されたもので，安倍側も「原稿の配信も野党の
自民党総裁時代に」と思い，安倍の安全保障戦略構想を踏み込んだ形で示したという。より自由な立場で，世界に向けて，
自らの戦略構想を示しておきたいという考えがあったのだろう。首相就任後，この論文そのものはあまり言及されなくなっ
たが，現在日米が進める「インド太平洋」戦略構想の土台の 1つといってよい。この論文の概要や背景，経緯などについて
は，鈴木美勝『日本の戦略外交』（筑摩書房，2017年），138～142頁を参照。
25 文在寅「ASEANビジネス投資サミット（ABIS）演説」，2017年 11月 13日，https://www1.president.go.kr/articles/1498。
26 大統領直属政策企画委員会，報道資料，「新南方政策の汎政府コントロールタワー〈新南方政策特別委員会〉8・28懸板式開
催」，2018年 8月 28日，新南方政策特別委員会ウェブサイト，http://www.nsp.go.kr/news/news_list.do?board_id＝2。
27 新北方政策や北方経済協力委員会の経緯などについては，同委員会のウェブサイト（http://www.bukbang.go.kr/bukbang/）
を参照。
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策企画委員会傘下の次官級であったのに対して，北方経済協力委員会は大統領直属の独立委員会とし
て長官級であり，傘下省庁も外交や経済の核心部署に限定され，より実行性と戦略性に重点を置いた
態勢であった。初代委員長に，仁川市長在職中にロシアや中国との関係構築にも力を注いだ政治家の
宋永吉を起用したことも同じ文脈による 28。新北方政策がより先行し，重視された形であるが，政権
当初，北朝鮮問題の打開と進展が最優先課題であったことも背景にあろう。
2018年 8月から活動を開始した新南方政策特別委員会は，青瓦台の金顕哲大統領経済補佐官を中
心に作業を進め，同年 11月 8日の第 1回全体会議で，「新南方政策推進戦略」を確定し，公表し
た 29。その骨格は 2017年 11月に東南アジア歴訪の際に示された枠組みを踏襲したものであった。全
体のビジョンとしては，「人間（サラム）中心の平和と繁栄の共同体」を掲げ，「3大目標」として，
①交流増大を通じた相互理解の増進，②互恵的で未来志向的な共生の経済協力の基盤構築，③平和で
安全な域内安保環境の構築を示した。それぞれ「人間共同体」「共生繁栄共同体」「平和共同体」に該
当するが，この 3つの分野について，合計 16の「推進課題」（「戦略課題」）を提示した。まず，「人
間共同体」に向けては，①相互訪問客の拡大，②双方向の文化交流拡大，③人的資源の力量強化，④
公共行政の力量強化などガバナンス向上への寄与，⑤相互の在留国民の権益保護・増進，⑥生活の質
の改善支援など 6つ，「共生繁栄共同体」については，⑦貿易・投資の増進のための制度的基盤強化，
⑧連携性増進のためのインフラ開発参加，⑨中小企業などの市場進出支援，⑩新産業およびスタート
協力を通じたイノベーション成長力量の向上，⑪国別にカスタマイズされた形の協力モデル開発など
5つ，最後の「平和共同体」分野では，⑫首脳・高官級交流の活性化，⑬朝鮮半島平和繁栄のための
協力強化，⑭国防・防衛産業の協力拡大，⑮域内の対テロ・サイバー・海洋の安全保障の共同対応，
⑯域内の緊急事態への対応力量の強化など 5つをそれぞれ列挙した 30。
以後，このような枠組みをベースに対 ASEAN関係強化が進められることになるが，その特徴とし
て 3点ほど指摘できる。第 1に，ASEAN側のニーズを考慮して，従来からの経済・開発協力に加え
て，いわば政治発展・社会開発に属する分野として，人的資源（技術者養成など）や行政システムの
改善などにも焦点を合わせている点である。経済協力・開発支援でも昨今 ASEANでキーワードに
なっている「連結性」（connectivity）に重点をおき，インフラ建設のプロジェクトが多数含まれた。
一方で，韓国の中小企業や文化産業の ASEAN進出支援が強調されたのは，「ポストチャイナ」時代
における韓国の新たな市場開拓という思惑からであった。
第 2に，外交分野においては，新南方政策による ASEANやインドとの関係強化を，文在寅政権が
進める朝鮮半島の平和プロセスにつなげようとする発想も注目に値する。上記の文書中にある「朝鮮
28 2018年 11月，委員長は宋永吉から権九勲（クォングフン）に交代した。権は北朝鮮経済の専門家で，IMFやゴールドマン
サックスのエコノミストを務めた。新北方政策のアプローチが政治から経済の実際に重点を移す布石という見方もあった。
29 新南方政策特別委員会「新南方政策推進戦略」，2018年 11月 8日，大統領直属政策企画委員会，報道資料，「新南方政策特
別委員会・第 1次全体会議開催」，2018年 11月 8日への添付資料③，新南方政策特別委員会ウェブサイト，http://www.
nsp.go.kr/news/news_view.do?post_id＝32&board_id＝2&cpage＝4。
30 新南方政策特別委員会は，16の「戦略課題」の項目別に「重点事業」を決定し，その実施を管轄している。第 1次会議で
32の重点事業が選定されたが，2019年 11月の韓 ASEAN特別首脳会議後の第 4次会議では 57に拡大された。その経緯や
リストなどについては，新南坊政策特別委員会関係部署合同「新南方政策推進現況および重点事業計画」，2019年 12月 19
日，新南方政策特別委員会，報道資料，「新南方政策特別委員会第 4次会議開催」，2019年 12月 19日への添付資料②，新
南方政策特別委員会ウェブサイト，http://www.nsp.go.kr/news/news_view.do?post_id＝180&board_id＝2&。
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半島平和繁栄のための協力強化」という文言は，単に文在寅政権の対北朝鮮政策への国際的支持獲得
にとどまらず，ASEANやインドの実際的な外交的役割を視野に入れたものであった。上記の戦略文
書は，この点について，「ASEANとインドは南北と同時修交や友好関係を維持しつつ，わが政府の
朝鮮半島政策を積極的に支持する友好勢力」という認識を示した。インドネシアを筆頭に，ASEAN
諸国の多くは戦後冷戦期から北朝鮮と友好的な関係を維持しており，現在も加盟 10か国すべてが北
朝鮮と国交を結んでいる。そのような特殊関係を対北朝鮮外交戦略の一環として活用しようとする発
想である。この点で際立つのはインドネシアの役割である。現に，インドネシアのジョコ大統領は
2019年 11月の韓 ASEAN特別首脳会議に北朝鮮の金正恩国務委員長を招待することを提案し，韓国
政府がその実現に向けて努力した経緯がある。
第 3の特徴は，韓国と ASEANの安全保障協力が外交の課題として設定されたことである。これ
は，本稿のテーマである，米国のインド太平洋戦略との関係で注目すべき点である。韓国と ASEAN
は 1989年に対話関係を開始して以来，91年に完全な対話パートナー（dialogue partner）に発展し，
2004年には包括的パートナーシップ，10年には戦略的パートナーシップへの協力関係を拡大してき
た 31。それを踏まえて，安全保障協力にまで格上げしようとする戦略である。ただ，伝統的な「高官
級の安全保障協議の活性化」を掲げつつ，具体的なアジェンダとしては，防衛産業協力や対テロ，サ
イバー，海洋安全などの非伝統的安全保障の諸課題，自然災害など緊急事態への対応などを列挙して
いる。全体的にハードな安全保障，すなわち軍事的な問題より，ソフトな形での安全保障協力に重点
を置いている点が特徴といえる。結論を先取りしていうと，米国のインド太平洋戦略に並行する形
で，ASEANへの安全保障支援を行いつつも，中国との関係などを考慮し，間接的な関与の道を模索
する動きといえる。
16の「戦略課題」の具体的な行動計画である「重点事業」は 2019年末で 57に上るが，その多く
は経済（貿易・投資）や社会・文化分野である。外交・安全保障分野の取り組みとしては，ARFや
EAS（東アジアサミット）など域内の多国間協議体の活性化に加え，「韓 ASEAN国防次官会議の定
例化」「韓 ASEANシンクタンク戦略対話」「韓インド政策対話」などがあげられた 32。
2019年 11月 25～26日，韓国・釜山市で開かれた韓 ASEAN特別首脳会議は，新南方政策の一環
として，ASEANとの協力関係を米日中露の「周辺 4か国」のレベルに格上げすることを謳い，より
公式化する場として位置付けられた。韓国は 1997年 12月，初の ASEAN＋3首脳会議が実現した際
に，韓 ASEAN首脳会議を初めて開いたが，その後，2009年からは 5年おきに ASEAN加盟国の首
脳を韓国に招請し，特別首脳会議を開催してきた 33。ある種の定例化された行事だが，文在寅政権は
新南方政策をアップグレードする機会として捉え，11月 27日，従来長官級で開催してきた韓メコン
協力会議を格上げし，「韓メコン首脳会議」もあわせて開かれた。
31 現在，韓国をはじめ米，日，中など都合 10か国が ASEANの完全対話パートナーであり，他に 4か国が部分的対話パート
ナー，UNDPが非国家対話パートナー，ドイツが開発パートナーとなっている。「韓 ASEAN特別首脳会議」，2019年 12月
13日，大韓民国政策ブリーフィング，http://www.korea.kr/common/searchPrint.do。
32 上記の注 30を参照。
33 「韓 ASEAN特別首脳会議」，およびカンミョング「新南方政策構想の経済・外交的意義」『産銀調査月報』748号（2018年
3月），73頁を参照。
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11月 26日，韓 ASEAN特別首脳会議の成果文書として，共同議長声明 34に加えて，「韓 ASEAN共
同ビジョン声明」35が発表された。その中には，文在寅政権が ASEANとともに追求しようとする地
域主義外交の方向性が明確に示された。韓国と ASEAN10か国の首脳たちは，「共同ビジョン声明」
で，「韓国の新南方政策が韓 ASEAN戦略的パートナーシップの強化」を目指していることを評価し
た上で，「発展する域内体制において，ASEAN中心性と ASEANの先導的な役割が最優先の原動力」
であるとの認識を強調した。米中間の葛藤が高まる中，「ASEANの中心性と主導性」を旗印に，ミ
ドルパワーとしての韓国と ASEANが連携して東アジア地域の分断を防ぎ，協力枠組みを維持したい
という意志の表明といえる。
「共同ビジョン声明」は，韓 ASEAN協力の方向と課題として，①戦略的パートナーシップの発展，
②平和に向けた同行（平和な地域の構築），③繁栄に向けた同行（経済的パートナーシップの増進），
④連結性増進のための同行，⑤持続可能性と環境協力のための同行，⑥人間のための社会・文化パー
トナーシップの強化など 6つを掲げた。文在寅大統領が 2017年 11月，インドネシアで提唱した 3
つの共同体（「人間共同体」，「共生繁栄共同体」，「平和共同体」）の枠組みに沿った内容だが，外交・
安全保障の課題（①と②）が先にあげられ，強調される形になっている 36。これらの項目では，「韓
ASEAN戦略的パートナーシップを通じて域内・国際平和，安全保障，安定，繁栄および協力関係の
増進に寄与」し，「進化する地域機構において ASEAN中心性と ASEAN主導の地域協議体を支持す
ることで，平和と安定のための地域協力を強化する」方向性が繰り返し強調された 37。
韓 ASEAN特別首脳会議の結果を踏まえて，韓国外務部が作成した新南方政策の実行報告書でも，
前述のように，「橋梁国家」としての「域内繁栄と平和への寄与」が強調され，「ASEAN中心性」な
どを原則として，「米国のインド太平洋戦略や中国の一帯一路など・・いかなる地域構想とも積極的
に協力を模索する」方針を示した 38。
新南方政策が提唱され，ASEANやインドとの関係が重視されるに伴い，外交部の組織も改編され
た。2019年 4月，アジア太平洋地域の管轄部局を既存の 2局（北東アジア局・南アジア太平洋局）
から 3局（北東アジア局・アジア太平洋局・アセアン局）体制に拡大した。従来は北東アジア局が中
国や日本を担当し，南アジア太平洋局に東南アジア，インド，豪州などを多くの地域が入っていた。
新しい体制では，日本が改編されたアジア太平洋局に入り，ASEAN10か国のみを管轄する局が新設
された。北東アジア局は中国とモンゴルが担当だが，事実上の「中国局」ともいわれ，北東アジア局
34 「2019年韓 ASEAN特別首脳会議共同議長声明」（韓国語），2019年 11月 26日，大韓民国政策ブリーフィング，http://
www.korea.kr/news/policyNewsView.do?newsId＝148866890&repCodeType＝&repCode＝&startDate＝2018-11-26&end 
Date＝2019-11-26&srchWord＝&cateId＝。英語版は，ASEANウェブサイトに掲載されている（https://asean.org/
co-chairs-statement-2019-asean-republic-korea-commemorative-summit/）。
35 「平和と繁栄，パートナーシップのための韓 ASEAN共同ビジョン」（韓国語），2019年 11月，26日，『聯合ニュース』2019
年 11月 26日。 英 語 版 は，“ASEAN‒Republic of Korea Joint Vision Statement for Peace, Prosperity, and Partnership,” 
November 26, 2019, ASEAN Website, https://asean.org/asean-republic-korea-joint-vision-statement-peace-prosperity- 
partnership/。本文中の日本語訳は韓国語原文からの翻訳である。
36 同時に発表された「共同議長声明」でも「政治・安全保障協力」が「経済協力」や「社会・文化協力」より先に言及されて
いる。
37 「共同ビジョン声明」の韓国語原文では，韓 ASEAN関係の課題を示すところで，「同行」という言葉を多用している。英語
では togetherになっているが，「同盟」とのごろ合わせのような響きもあり，戦略的連携を強調する含意があるかも知れな
い。
38 外交部「韓 ASEAN特別首脳会議の結果報告および後続措置の推進方向」，2019年 12月 19日，注 17を参照。
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から外され，インドなど一緒にアジア太平洋局に入れられた対日外交の「軽視」ではないかという懸
念も出た 39。改編の主眼は「ASEANシフト」であり，従来，ASEANにインドや豪州，さらに太平洋
島嶼国など広い地域の数十か国を担当した南アジア太平洋局が 2つに分離され，ASEANと東チモー
ルだけを専担する局が誕生したのである。また，駐 ASEAN代表部を米日中露の 4か国と同じレベル
に格上げし，ASEAN各国の在外公館の体制や人員も拡充された 40。
4.　日米の「インド太平洋戦略」の形成と展開
以上で検討したように，文在寅政権の新南方政策は，高まる米中間の地政学的な葛藤，その中で米
国が進める「インド太平洋戦略」への対応の試みであった。ASEANなど域内のパートナーとの協力
関係を築く一方で，米国の戦略構想といかに重ね合わせるかが課題となる。
インド洋と太平洋を結ぶ「インド太平洋」という言葉は，2000年頃から主として海上交通や海洋
安全保障に関連した論考などで散見されたが，2010年代に入って，「アジア太平洋」に代わる新たな
戦略的地域概念として，外交安全保障の文脈で頻繁に用いられるようになった 41。その背景には勢い
を増す中国の台頭と海洋進出の動きがあった。2010年 10月，当時の米国のクリントン国務長官がホ
ノルル演説で，米国のアジア回帰を宣言し，太平洋におけるインド海軍との協力に言及する文脈で，
米国の公式文書としては初めて「インド太平洋」という言葉を用いた。この演説はより整理された論
文として，2011年 10月，『フォーリン・ポリッシー』誌に掲載された 42。クリントン国務長官のホノ
ルル演説とほぼ同じ時期に豪州の政府系シンクタンクなどでも「インド太平洋」概念が積極的に議論
され，豪州の『国防白書』2013年版では「アジア太平洋」に代わって新たな地域枠組みとして登場
するようになった 43。
一方，日本では安倍首相がいち早くこの概念の戦略性に着目し，日本の外交・安全保障政策に取り
入れた 44。第 1次安倍政権が外交戦略として掲げた「自由と繁栄の弧」45は，中国の台頭への対応とし
39 『中央日報』2019年 4月 16日。
40 崔（チェ）ヨンジョン「インド太平洋時代韓国の〈新南方政策〉と新しい地域主義戦略の模索」『東北亜研究』34巻 1号（2019
年）12頁。
41 「インド太平洋」概念の台頭や経緯については，山本吉宣『インド太平洋と海のシルクロード――政策シンボルの競争と国
際秩序の形成』（PHP研究所，2016年）；溜和敏「〈インド太平洋〉概念の普及過程」『国際安全保障』」第 43巻第 1号（2015
年 6月），68～86頁などを参照。
42 Hillary Clinton, “America’s Pacific Century,” Foreign Policy, October 11, 2011.
43 加藤洋一「〈インド太平洋〉の地域安全保障と Swing States――各国政治指導者・識者の見解と用語としての有意性」日本国
際問題研究所編『〈インド太平洋〉時代の日本外交――Secondary Powers/Swing Statesへの対応』（平成 25年度外務省外交・
安全保障調査研究事業），日本国際問題研究所，2014年，133頁。
44 安倍政権のインド太平洋戦略（構想）の起源や展開については，以下の論文が良く整理し，分析している。神谷万丈「〈競
争戦略〉のための〈協力戦略〉――日本の〈自由で開かれたインド太平洋〉戦略（構想）複合的構造」，秋山アソシエーツ
SSDP安全保障・外交政策研究会，『提言・論考』，2019年 2月，http://ssdpaki.la.coocan.jp/proposals/26.html；相澤輝昭「外
務省HPから読み解く〈自由で開かれたインド太平洋戦略（FOIP）〉の理念と実践」，『海洋安全保障情報特報』（笹川平和財
団），https://www.spf.org/oceans/analysis_ja02/hpfoip.html。なお，安倍政権内部でインド太平洋戦略の構想や策定にかか
わった関係者への取材に基づく体系的な記述として，外務省発行の専門誌『外交』編集長であった鈴木美勝によるルポ『日
本の戦略外交』（筑摩書房，2017年）がある。
45 「自由と繁栄の弧」は 2006年 11月の日本国際問題研究所における麻生太郎外相講演が初出とされ，当時の米国が同時多発
テロ以降の国際情勢下でこの地域を「不安定の弧」と名付けたことを意識したのであった。相澤輝昭「外務省HPから読み
解く〈自由で開かれたインド太平洋戦略（FOIP）〉の理念と実践」，4頁。
̶     ̶
李　 鍾 元
76
て，自由・民主主義・人権などの価値と地政学的な観点を結合して，ある種の「広域アジア」という
発想を打ち出した点で，「インド太平洋」戦略の先駆けとする見方がある 46。「自由と繁栄の弧」構想
とは，「北欧諸国から始まって，バルト諸国，中・東欧，中央アジア・コーカサス，中東，インド亜
大陸，さらに東南アジアを通って北東アジアにつながる」弧状の地域を，自由，民主主義，基本的人
権，法の支配，市場経済といった普遍的価値を基礎とする豊かで安定した地域にしていこうといする
もの，と説明された 47。
その後，2007年 8月，インド国会で行った安倍首相の演説で，「インド太平洋」という地域概念が
より鮮明に打ち出された。「2つの海の交わり」と題した演説で，安倍首相は「太平洋とインド洋は，
今や自由の海，繁栄の海として，1つのダイナミックは結合をもたらして」いると述べ，日印間に「戦
略的グローバルパートナーシップ」を結んだ 48。
第 1次政権が短命に終わったこともあり，こうした構想は立ち消えになったように見えたが，2012
年 12月の政権復帰とともに，インド太平洋戦略の政策化に拍車がかかった。前述のように，第 2次
政権発足の翌日にあたる 12月 27日付で国際的オピニオン誌『プロジェクト・シンジケート』に掲
載された論文「アジアの民主的戦略ダイヤモンド」の中で，安倍首相は，日米豪印が中心となって，
「インド洋から西太平洋へと広がる海洋コモンズを防衛するダイヤモンドを構成する戦略」の構想を
打ち出した 49。「日米豪印」の 4か国が地域秩序構築を主導すべきという考え方は，2006年の第 1次
政権発足に際して刊行された安倍首相の著書『美しい国へ』の中で初めて披歴された 50。
さらに，政権復帰から 1か月足らずの 2013年 1月 18日，インドネシア・ジャカルタで予定され
ていた演説「開かれた，海の恵み――日本外交の新たな 5原則」は，「インド太平洋」の語こそ用い
られなかったものの，その戦略の概要を示す外交方針の表明として綿密に準備されたものであっ
た 51。その中で，安倍首相は，太平洋とインド洋という「2つの海が結び合うこの地」において，普遍
的価値と法の支配を確立する必要性を強調した。また，その約 1か月後の 2月 22日，政権復帰後初
の訪米で，安倍首相はワシントンの戦略国際問題研究所（CSIS）で「日本は戻ってきました」と題
する外交スピーチを行い，そこでは「インド太平洋」という言葉を公式には初めて用いた。安倍首相
は，「いまやアジア・太平洋地域，インド・太平洋地域は，ますますもって豊かになりつつあります」
と述べた上で，そこで日本は「ルールのプロモーターとして主導的地位にあらねばなりません」と明
言した 52。第 2次政権に入ってから，概念を明確化しつつ，インドネシアや米国など関連主要国に自
46 神谷万丈「〈競争戦略〉のための〈協力戦略〉」，4頁。
47 「日本外交の新機軸（〈自由と繁栄の弧〉の形成）」『外交青書 2007』，2頁。
48 神谷万丈「〈競争戦略〉のための〈協力戦略〉」，4頁。
49 Abe, Shinzo, “Asia’s Democratic Strategic Diamond,” Project Syndicate, December 27, 2012, https://www.project-syndicate.
org/onpoint/a-strategic-alliance-for-japan-and-india-by-shinzo-abe?barrier＝accesspaylog，相澤輝昭「外務省HPから読み
解く〈自由で開かれたインド太平洋戦略（FOIP）〉の理念と実践」，4頁。
50 安倍晋三『美しい国へ』（文芸春秋社，2006年），160頁。安倍は，同書で，日本，豪州，インドを「アジア大洋州デモクラ
ティック G3」と呼び，米国とともに 4か国が地域秩序形成の役割を果たすべきとした。具体的に，日米豪印の首脳・外相
級による戦略的協議の開催を提言した。第 1次安倍政権期の 2007年に初めての会合が非公式に開かれ，第 2期政権になっ
た 2017年以後，公式化が試みられている 4か国戦略対話（Quadrilateral Security Dialogue ＝ QUAD/QSD）の原型である。
51 「開かれた，海の恵み――日本外交の新たな 5原則」，2013年 1月 18日，首相官邸ウェブサイト，http://www.kantei.go.jp/
jp/96＝abe/statement/2013/20130118speech.html。この演説は，アルジェリアで発生した日本人拘束事件への対応で首相の
帰国が早められたために行われずに終わったが，演説全文は首相官邸ウェブサイトに掲載された。
52 「日本は戻ってきました」，2013年 2月 22日，首相官邸ウェブサイト，https://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/
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らの戦略構想を働きかけていったのである。
こうした作業を踏まえて，安倍首相が「自由で開かれたインド太平洋（Free and Open Indo-Pacif-
ic ＝ FIOP）戦略」として発表したのは，2016年 8月 27日，ケニア・ナイロビ―で開催された第 6
回アフリカ開発会議（TICADⅥ）の基調演説においてであった 53。この演説で，安倍首相は，日本が
「太平洋とインド洋，アジアとアフリカの交わりを，力や威圧と無縁で，自由と，法の支配，市場経
済を重んじる場として育て，豊かにする責任」を担っていると明言し，そのためにアフリカと協力し
たいと呼びかけた。中国について明示的な言及はなかったが，2013年，中国の習近平主席が「一帯
一路」構想を打ち出し，翌 14年には「シルクロード基金」，15年にはアジアインフラ投資銀行（AIIB）
などを相次いで設立するなど，中国の影響力がアジアを超えてアフリカにまで拡大する勢いを見せた
ことが背景にあった。
米国のオバマ政権は前述のクリントン国務長官のホノルル演説（2010年 10月）で「インド太平洋」
概念に言及はしたものの，安倍首相が提唱する戦略構想への体系的な反応は見られなかった。安倍政
権は，拡大する中国の影響力に対抗すべく，米国トランプ政権への働きかけを強めた。2017年 11月，
トランプ大統領の初のアジア歴訪と訪日の機に，トランプ政権は「インド太平洋戦略」を公式に打ち
出したが，その過程では日本が積極的な役割を果たしたようである。当時日本のメディアは，「イン
ド太平洋戦略」を「日米共通の外交戦略」と表現した 54。
2017年 11月 6日，トランプ大統領の初の国賓訪問による日米首脳会談では，「自由で開かれたイ
ンド太平洋戦略」が主な議題として取り上げられ，日米の合意事項として発表された。しかし，その
内容や姿勢で，安倍首相とトランプ大統領の間には「温度差」が際立った。会談後の記者会見で，安
倍首相は，北朝鮮問題や日米間の経済問題などと並んで，「自由で開かれたインド太平洋の実現」に
向けて，日米両国が「協力を強化」し，「主導的な役割を果た」すことを主な合意事項として強調し
た 55。それに比べて，トランプ大統領の発言はあっけないほど淡泊なものであった。トランプ大統領
は，「インド太平洋地域に大統領として初めて訪れた」と述べるだけで，同構想や戦略については全
く触れようとしなかった 56。おそらくこうした両首脳の冒頭発言では不十分と感じたのだろう。安倍
首相は，その直後に予定された APEC首脳会議との関連で今回の日米首脳の意義を問う NHK記者
0223speech.html。
53 「TICADⅥ（第 6回アフリカ開発会議）開会セッション安倍総理基調演説」，2016年 8月 27日，首相官邸ウェブサイト，
https://www.kantei.go.jp/jp/97_abe/statement/2016/0827opening.html。この演説自体に「自由で開かれたインド太平洋戦略」
という語は登場しないが，日本政府は『外交青書 2017年』で，安倍総理がこの演説で同戦略を「対外発表」したと記して
いる。神谷万丈「〈競争戦略〉のための〈協力戦略〉」，10頁。
54 「いちからわかる・〈インド太平洋戦略〉日米首脳会談で出たね」『朝日新聞』2017年 11月 14日（朝刊）。この解説記事は
日本政府の背景説明などに基づいて書かれたと思われるが，そこでは，「インド太平洋戦略」について，「一帯一路」など「軍
事・経済両面で台頭する中国を牽制」し，太平洋からインド洋にかけた地域を「自由と法の支配，市場経済を重んじる場」
にしていくための「日米共通の外交戦略」と解説した。また，その経緯については，TPPから離脱した米トランプ政権とし
ては「新たな外交戦略を打ち出してアジア政策を立て直す必要」があり，そのため，「日本の戦略に乗るのは米側にもメリッ
トがあった」と述べた。さらに，日米に豪州とインドを加えた「4か国の連携が軸」とされた。
55 「日米共同記者会見・安倍総理冒頭発言」，2017年 11月 6日，首相官邸ウェブサイト，https://www.kantei.go.jp/jp/98_abe/
statement/2017/1106usa.html。
56 “Remarks by President Trump and Prime Minister Abe of Japan in Joint Press Conference, Tokyo, Japan,” November 6, 2017, 
The White House, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-president-trump-prime-minister-abe-japan-
joint-press-conference-tokyo-japan/.
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の質問に答える形で，APEC首脳会議や東アジアサミットの直前に，トランプ大統領が日本を最初に
訪問し，「自由で開かれたインド太平洋」に向けた日米共同の取り組みを再確認したことに大きな意
義があると力説した。また「こうした議論の推進を主導する」意向を重ねて強調した 57。これに関連
して，「自由で開かれたインド太平洋」構想と対中政策との関係を問う NYT紙記者の質問に対して
も，トランプは，「私と習主席との関係は素晴らしい。私は彼が大好きだ。考えの違う部分もあるが，
貿易では非常に近い」などとはぐらかし，もっぱら経済問題に関心を示すのみであった 58。安倍首相
としては，訪日（11月 5～7日）の後，韓国と中国訪問をへて，APEC首脳会議（ベトナム・ダナン，
10～12日）と東アジアサミット（フィリピン・アンヘレス，14日）に臨むトランプ大統領との間で，
「自由で開かれたインド太平洋戦略」をまとめ上げ，APECや EASと続く地域の多国間会議の場で日
米共同のリーダーシップを誇示する形を想定していたのかも知れない。しかし，トランプ大統領との
間ではむしろズレが浮き彫りになった。
実際，ベトナム・ダナンでの APEC首脳会議関連の会合でトランプ大統領の演説が米国政府のイ
ンド太平洋戦略を表明する公式の場となったが，その重点は経済・貿易に置かれ，安倍首相とは異な
る方向性を示した。演説の場として APECの CEOサミットを選んだことにも意図が表れているが，
11月 10日に行った演説で，トランプ大統領は，「自由で開かれたインド太平洋」というキーワード
は数回用いたものの，「インド太平洋のすべての国々と友好や商業の絆を強化」したいと述べるなど，
「公正で相互的な貿易」という自らの持論の展開に終始した 59。
安倍首相とトランプ大統領の「温度差」は，会談後，両国政府が公表した会談要旨や報道文にも表
れた。日本外務省の会談要旨 60によると，日米の首脳が「自由で開かれたインド太平洋戦略」を協力
して進めることに合意し，さらに，①法の支配，航行の自由等の基本的価値の普及・定着，②連結性
の向上等による経済的繁栄の追求，③海上法執行能力構築支援等の平和と安定のための取組といった
「三本柱の施策」61の具体的な協力案を両国の関連機関が検討するよう指示したという。かなり体系的
かつ具体的な合意の成果があったという説明ぶりである。
その反面，米国側の首脳会談および訪日に関する発表文には，「自由で開かれたインド太平洋のビ
ジョンの共有に向けて両国の戦略的優先順位を調整する」としながらも，具体的な内容は同地域のイ
ンフラ建設やエネルギー開発への投資などでの日米協力に限定された 62。上記の外務省が示した「三
57 「同上」。首相官邸ウェブサイトには，安倍首相の冒頭発言のみで，その後の記者との質疑応答は掲載されていない。本文中
の記述は，ホワイトハウスの記者会見スクリプトからの翻訳である。
58 「同上」の英語原文に加え，「日米首脳共同会見（要旨）」『朝日新聞』2017年 11月 7日（朝刊）を一部参照。
59 “Remarks by President Trump at APEC CEO Summit, Da Nang,” November 10, 2017, White House, https://www.whitehouse.
gov/briefings-statements/remarks-president-trump-apec-ceo-summit-da-nang-vietnam/.
60 外務省「日米首脳ワーキングランチ及び日米首脳会談」，2017年 11月 6日，https://www.mofa.go.jp/mofaj/na/na1/us/
page4_003422.html。
61 米国側の発表文には「三本柱」に該当する項目は見当たらないが，日本外務省は広報資料で，「〈自由で開かれたインド太平
洋〉の実現のための〈三本柱〉」として，①「法の支配，航行の自由，自由貿易等の普及・定着」，②「連結性向上等による
経済的繁栄の追求」，③「平和と安定の確保」を掲げている。外務省「自由で開かれたインド太平洋に向けて」，2019年 11月，
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000407642.pdf。①が基本的価値，②がインフラ建設を中心とした経済・開発支援，③が
安全保障協力という形の定式化である。
62 “President Donald J. Trump’s Summit Meeting with Prime Minister Shinzo Abe of Japan,” November 6, 2017, The White 
House, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/president-donald-j-trumps-summit-meeting-prime-minister-
shinzo-abe-japan/; “President Donald J. Trump’s Visit to Japan Strengthens the United States-Japan Alliance and Economic 
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本柱」のうち，②のみで，①と③の言及はなかった。米国政府，少なくともトランプ大統領の関心は
経済や貿易に集中し，安倍首相が力を入れるインド太平洋戦略の安全保障の側面にはあまり興味を示
さなかったようである。首脳会談に関連して公表された米国側文書に，「戦略」ではなく，「ビジョン」
という言葉が用いられた点も注目に値する。
当時日本のメディアでよく使われた「日米共通（共同）の外交戦略」という表現は米国側文書には
見当たらず，日本側の発表文や発言でそのような趣旨が強調されているのみである。おそらく安倍政
権の意向を強く反映した用語であり，報道ぶりだったといえる 63。
以後，米国のインド太平洋戦略は，日米首脳会談で強調された経済的側面が先行して展開された。
2018年 7月 30日，ポンペオ国務長官は，全米商工会議所が主催したビジネスフォーラムで演説し，
「インド太平洋地域への関与が米国の国益」と述べ，経済分野での関与拡大のため，民間投資を促進
する施策として，1億 1300万ドル規模のファンド設立を提案した。規模は順次増強するとも述べた。
中国のシルクロード基金やアジアインフラ投資銀行などの攻勢に対抗するものだが，その規模は比較
にならないほど小さい。その点に関連して，同行した米国務省のフック政策企画局長は記者団に，「政
府の役割はできるだけ控えめにし，民間の活用を引き出すことに重点を置く」と説明した 64。
米国が主導はするが，日本など同盟国の資金協力をも想定したものだったと見るべきだろう。前述
の通り，2017年 11月の日米首脳会談に関する米側会談要旨では，インフラ分野などで民間投資を活
用する日米協力がインド太平洋戦略の重点事項として強調された。2018年 9月 26日，ニューヨーク
での日米首脳会談を踏まえて，米ホワイトハウスは，「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向け
て，日米が協力すべき分野として，エネルギー，インフラ，海洋安全保障，防災など 4つに合意した
と発表した 65。日米間でさらに具体策の協議が続き，同年 11月 13日（日本時間），APEC首脳会議や
東アジアサミットに向かう途上，訪日したペンス副大統領と安倍首相との会談でその概要が公表され
た。会談後の共同記者発表で，ペンス副大統領は，インド太平洋地域で日米があわせて最大約 700億
ドル規模のインフラ投資を実施する方針を明らかにした。米政府の 600億ドルの投融資枠に加え，日
本が 100億ドルの投融資枠を用意するということであった 66。インド太平洋に関する「共同声明」も
Partnership,” November 6, 2017, The White House, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/president- 
donald-j-trumps-visit-japan-strengthens-united-states-japan-alliance-economic-partnership/. 
63 例えば，日米首脳会談の展望などを伝えた『朝日新聞』2017年 11月 2日（朝刊）は，「インド太平洋戦略，日米首脳が表
明へ」の見出しを付け，小見出しは「中国を牽制」となっていた。本文では，「複数の日本政府関係者」からの話として，
首脳会談で，「安倍政権が掲げる〈自由で開かれたインド太平洋戦略〉について協議し，日米共同の外交戦略として表明す
る方向で最終調整に入った」と報じた。「首脳会談では，アジア太平洋地域の秩序づくりを日米がリードしていく姿勢を示
す」とともに，「豪印を含む 4か国の首脳レベルの戦略対話など具体的な連携策も協議する」と記した。また，会談終了後
の解説記事でも，「自由で開かれたインド太平洋戦略」は「日米共通の外交戦略」として打ち出されたものであり，「日本の
戦略に乗」った結果であるとした。注 54の記事を参照。
64 「米，インド太平洋でファンド設立へ，中国に対抗」『日本経済新聞』2018年 7月 30日（朝刊）。ポンペオ長官の演説は，8
月 1日からシンガポールで始まる ASEAN関連の外相会議に合わせ，同国とインドネシア，マレーシア歴訪に出る直前に行
われたものである。米国のインド太平洋戦略への積極姿勢をアピールする意図があったのはいうまでもない。
65 “President Donald J. Trump and Prime Minister Shinzo Abe Are Working Together to Maintain a Free and Open Indo-Pacif-
ic,” September 28, 2018, The White House, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/president-donald-j-trump-and-
prime-minister-shinzo-abe-are-working-together-to-maintain-a-free-and-open-indo-pacific/.この会談の合意を報じた日本
メディアは「インド太平洋戦略」という言葉を使ったが，米側の文書には単に「インド太平洋」の「地域秩序」などと表現
されている。「日米推進のインド太平洋戦略」『日本経済新聞』（夕刊），2018年 9月 29日。
66 『日本経済新聞』2018年 11月 14日（朝刊）。
̶     ̶
李　 鍾 元
80
発表されたが，そこでは，エネルギーやインフラ投資など具体的な項目に加えて，日米間の高官級政
策調整メカニズムが明記された 67。
ちなみに，2018年 11月のペンス副大統領との会談の前後に，日本政府は，安倍政権が掲げてきた
「インド太平洋戦略」について，「戦略」の呼び方をやめ「構想」（ビジョン）に変えた 68。安倍首相自身，
ペンス副大統領との会談後の共同記者発表で，「自由で開かれたインド太平洋というビジョン」と表
現した 69。その理由について，「外務省幹部」は，「〈戦略〉に対しシンガポールなどから〈日中の摩擦
は望ましくない〉といった指摘が出たのが封印のきっかけ」と述べ，「戦略というと〈向こうを張っ
ている〉と思われる」と解説したという 70。たしかに，後述するように，日米が「インド太平洋戦略」
を提唱すると，ASEAN諸国からは対中牽制の色彩が際立つことへの懸念が広がり，独自のインド太
平洋構想を打ち出した。日本政府の名称変更には，こうした事情もあったが，より直接的には米国政
府が一貫して「ビジョン」という表現を用いたことが影響したと思われる。別の報道では，「戦略」
では「相手を打ち負かす印象を与える」として，「米国とも協議して変更を決めた」という「外務省
幹部」の話が紹介された 71。
いずれにせよ「インド太平洋」の地域概念は米国の外交・安全保障政策用語として定着していった。
2017年 11月のトランプ大統領のダナン演説を受けて，同年 12月に発表された「国家安全保障戦略」
報告書では，地域情勢の枠組みとして，従来の「アジア太平洋」に代わって，「インド太平洋」が初
めて公式に登場した 72。2018年 5月 30日，マティス国防長官はハワイに司令部を置く「太平洋軍」
を「インド太平洋軍」に改名すると発表した 73。また，2019年 6月 1日，国防総省は初の「インド太
平洋戦略報告書」を公表した 74。同年 11月 4日には，国務省も報告書「自由で開かれたインド太平洋
――共通のビジョンを推進する」を公開した。
この 2つの報告書は従来の「アジア太平洋」に代わって，「インド太平洋」を米国の外交・安全保
障戦略の地理的枠組みにする点では共通している。しかし，外交と国防というそれぞれの管轄にも起
因し，その内容や方向性でいくつかの違いがみられる。国防総省の報告書では，インド太平洋地域に
おける脅威の筆頭に「修正主義国家としての中国」をあげ，対中牽制の姿勢を明らかにしている。米
国の対応としては，米自身の軍事態勢（preparedness）の強化に加え，同盟や友好国との関係（part-
67 “U.S.-Japan Joint Statement on Advancing a Free and Open Indo-Pacific Through Energy, Infrastructure and Digital Connec-
tivity Cooperation,” November 13, 2018, The White House, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/u-s- 
japan-joint-statement-advancing-free-open-indo-pacific-energy-infrastructure-digital-connectivity-cooperation/.
68 『朝日新聞』2018年 11月 14日（朝刊）。
69 「インド太平洋〈構想〉に修正――〈戦略〉封印，アジアへの配慮」『時事通信ニュース』2018年 11月 14日，https://www.
nippon.com/ja/news/yjj2018111401238/。
70 「同上」。
71 注 68に同じ。
72 The White House, National Security Strategy of the United States of America, December 2017, https://www.whitehouse.gov/
wp-content/uploads/2017/12/NSS-Final-12-18-2017-0905-2.pdf.
73 『朝日新聞』2018年 6月 1日（朝刊）。
74 The Department of Defense, Indo-Pacific Strategy Report: Preparedness, Partnerships, and Promoting a Networked Region, June 
1, 2019, https://media.defense.gov/2019/Jul/01/2002152311/-1/-1/1/DEPARTMENT-OF-DEFENSE-INDO-PACIFIC- 
STRATEGY-REPORT-2019.PDF; The Department of State, A Free and Open Indo-Pacific: Advancing a Shared Vision, Nov-
ember 4, 2019, https://www.state.gov/wp-content/uploads/2019/11/Free-and-Open-Indo-Pacific-4Nov2019.pdf?mc_cid＝
1059cf856b&mc_eid＝124d3bee83.
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nerships）を土台に，他の国々をも組み入れた広域の安全保障ネットワーク（networks）の構築をめ
ざすとした。
それに対して，国務省の報告書では，中国など特定国の名指しはなく，報告書の名称などでも「戦
略」より「ビジョン」という言葉を多用するなど，中国への対決色を薄めた記述となっている。報告
書の冒頭で，自由や開放性などの価値を擁護しつつも，「競争は対立ではない」と述べ，域内諸国の
政治，経済，社会的発展の支援を米国の戦略ビジョンとして提示した。重点は軍事より非軍事，イン
フラ建設など経済発展や社会開発，人的資本の開発支援などに置かれた。国務省の報告書には，中国
の「一帯一路」構想への対抗意識が強く滲み出ている。
以上のように，米国のインド太平洋戦略はいわば「二本立て」で展開しているといえよう。一方で
は，国務省を中心に，主として外交・経済・社会的手段による域内の支援体制を国際的に構築する。
それと同時に，安全保障の面では，同盟関係の地域的拡大を図っている。後者の同盟拡大で注目され
るのが，日米豪印の 4か国協力（QUAD）の復活である。前述のように，4か国協力は安倍首相が第
1次政権期から提唱したもので，当時は豪州のハワード首相も積極的に反応し，2007年 7月，タイ・
バンコクでの ASEAN地域フォーラム（ARF）の場を借りて，4か国が「秘密裡」に会談を行った 75。
しかし，同年 12月，豪州で政権交代が起き，労働党のラッド政権が離脱を決定したため，4か国戦
略対話の試みは一旦挫折した。
2017年 11月，米国が「自由で開かれたインド太平洋」概念を公式に採用するにつれ，QUADに
も新たな動きが出てきた。同年 11月 14日，フィリピンでの東アジアサミットの際に，10年ぶりに
4か国の外交当局による局長級戦略対話が開催されたのに続き，2018年 1月にはインドで，日本の
河野克俊統合幕僚長，米太平洋軍のハリス司令官，インドのランバ参謀長委員会委員長，バレット豪
州海軍本部長らが一同に会し，国防当局間の戦略対話が実現した。さらに，2019年 9月，国連総会
の場を利用して，4か国の外相が初会合を開いた。ここでは，「自由で開かれ繁栄し，包摂的なイン
ド太平洋」を推進するため，4か国の連携を継続し，今後東アジアサミットなどで高級事務レベル協
議を行うことが合意された。それと同時に，「ASEAN中心性と ASEAN主導の地域枠組みに対する
強固な支持」も強調された。QUAD協力を格上げし，定例化を進めつつも，「大国主導」の懸念を意
識したものといえよう 76。
5.　「新南方政策」と「インド太平洋戦略」の「調和」
2017年 11月の日米首脳会談とトランプ大統領の APEC関連会議での演説を契機に，米国の「イ
ンド太平洋」戦略が公式化するにつれ，韓国の文在寅政権も対応を迫られるようになった。
訪日の後，トランプ大統領は，2017年 11月 7～8日，韓国を国賓訪問し，文在寅大統領と首脳会
談を行った。その結果として出された米韓共同メディア発表文には，「トランプ大統領は相互の信頼
と自由，民主主義，人権，法治など共通の価値に基づく米韓同盟がインド太平洋地域の安全保障，安
75 山本吉宣「インド太平洋概念をめぐって」，15頁。
76 神保謙「〈インド太平洋戦略〉と沈黙する日米豪印〈クアッド協力〉」，キャノングローバル研究所，2018年 6月 13日；外
務省「日米豪印閣僚級協議」2019年 9月 26日 , https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/nsp/page6_000392.html.
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定と繁栄のための要（linchpin）であることを強調した」という一節が入っていた 77。「インド太平洋」
という文言が米韓間の公式文書に記された初めてのケースであった。「共同発表文」ではあるが，ト
ランプ大統領が主語で，インド太平洋地域における米韓同盟の重要性について強調したという書き方
であり，合意とは明記されなかった。記者会見などで補足の説明や言及はなく，淡泊な内容の発表で
あった。首脳会談そのものではあまり比重を置いて議論されなかったということかも知れない。
その直後，金顕哲大統領経済補佐官の背景説明が報道され，それをめぐって若干の混乱が生じるこ
とになった。米韓首脳会談の後，インドネシアを訪問した文在寅大統領を随行した金補佐官は，11
月 9日，ジャカルタ現地でブリーフィングを行ったが，その中で，「日本がインドパシフィックライ
ンといって，日本・豪州・インド・米国を結ぶ外交的ラインを構築しようとしているが，われわれは
それに編入される必要はない」「われわれはそのような対決構図ではなく，この戦略的要衝地を戦略
的に上手く活用しなければならない」と語ったと報じられた。この発言をめぐって，韓国の保守紙を
中心に，「前日の米韓共同発表文の内容を否定するものではないか」「経済補佐官が外交案件に言及す
るのは問題」などの批判が出た 78。一方，外交部スポークスマンは同日，「韓米間で協議し，可能な協
力方案を模索していくことが可能」と述べ，翌 10日には，外交部第 2次官が国会で，「インド太平洋
構想」について，「政府としては十分に議論し研究する価値があると考えている」とし，「インド太平
洋概念はまだ確実に出来上がったものではなく，継続して進化中である。米国側とも緊密に協議して
おり，今後も長所を一緒に探していくことに合意した」と述べた。これらの発言によって，青瓦台と
外交部の間に異見があるのではという見方もでた 79。政府内の混乱を指摘する声が広がると，青瓦台
は 9日午後，別途の報道文を出し，「最近米国が新たに提示しているインド太平洋地域概念はわれわ
れが推進している外交多角化政策とも一脈通じる部分があるが，共同の戦略的目標を推進していくに
あたって，適切な地域概念であるかについてはもう少し協議が必要であると判断している」との立場
を明らかにした 80。こうしたやりとりについて，日本のメディアは，韓国文在寅政権がトランプ大統
領の構想に「同調できないとの姿勢」を示し，「異議を唱える異例の声明を発表した」などと伝え，
その背景に日米など大国の主導に対する「不快感」があると解説した 81。
しかし，米韓両国の発表文や経緯を詳細に分析すると，以上のような混乱は韓国政府関係者の発言
の一部分をやや刺激的な形で伝えたことに起因することが分かる。まず，金顕哲経済補佐官のブリー
フィングは米韓首脳会談に関するものではなかった。「新南方政策」の責任者として，それを公式に
提唱するためにンドネシアを訪問した文在寅大統領に随行してジャカルタ入りし，大統領演説の事前
の背景説明を行うことが主な趣旨であった 82。金補佐官は，上の第 3節で考察した新南方政策の概略
に即して，とりわけ ASEANとの関係強化の構想として，人間（people），共同繁栄（prosperity），
77 韓国語全文は，「韓米共同言論発表文〈トランプ訪韓結果〉」『朝鮮日報』，2017年 11月 8日を参照。英語全文は，“Joint 
Press Release by the United States of America and the Republic of Korea,” November 8, 2017, The White House, https://www.
whitehouse.gov/briefings-statements/joint-press-release-united-states-america-republic-korea/.
78 『中央日報』2017年 11月 9日。
79 『韓国経済』2017年 11月 10日；『朝鮮日報』2017年 11月 10日。
80 『ハンギョレ新聞』2017年 11月 10日。
81 『朝日新聞』2017年 11月 10日（夕刊），『同』2017年 11月 11日（朝刊）。
82 大韓民国青瓦台「金顕哲経済補佐官ブリーフィング」2017年 11月 9日，青瓦台ウェブサイト，https://www1.president.
go.kr/articles/1454。
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平和（peace）など 3つの共同体の提唱を「3P戦略」と呼ぶなど，文在寅大統領の演説の要点をメディ
アに説明した。その中で，最後の「平和」について語る過程で，問題の表現が出てくる。関連する部
分の全文は以下の通りである。
「ASEANは戦略的要衝地です。全世界の海上輸送の 1/3が通過するところであり，ここは
大陸勢力と海洋勢力がぶつかる要衝地です。そのため，日本の場合はインドパシフィック
（Indo-Pacific）ラインといって，日本，豪州，インド，米国を連結するある種の外交的ラインを
構築しようとしているが，われわれはそれに編入される必要はありません。われわれはそのよう
な対決構図ではなく，このところの戦略的要衝地を戦略的に上手く活用しなければなりません。
したがって，われわれは中堅国として，架橋国家としてできる部分が非常に多くあります。」
メディアの報道は金補佐官の発言そのものは正確に伝えており，「誤報」ではない。しかし，その
経緯や文脈への理解が十分でなかったがために，トランプ大統領の提案に対する否定のように受け止
められたといえる。上で検討したように，文在寅政権は 2017年 5月の発足直後から，アジア太平洋
地域をめぐって米中間の勢力競争が激化する中で，ASEANやインドとの連携で地域の分断を回避し，
協力体制を維持することを主眼とする「新南方政策」を構想していた。米国の政策動向を見据えつつ，
そのインド太平洋戦略といかに重ね合わせるかが新南方政策の策定過程のポイントであった。金経済
補佐官の発言は，こうした経緯を踏まえて，新南方政策の方向性や意義を説明することが主眼であり，
「韓国が編入されるべきでない」としたのも日米豪印の 4か国協力に限定された。趣旨が米韓首脳会
談でのトランプ大統領の「インド太平洋」構想に関するブリーフィングでなかったにもかかわらず，
金補佐官が詳しい説明もなしに，やや短絡的に同構想について言及したことが「誤解」を呼んだとい
えよう。また，前述したように，米国政府内でもインド太平洋構想をめぐって，日米豪印協力だけで
なく，より広い枠組みの可能性が検討されていた。その意味では，「韓米間で可能な協力方案を模索
でき」，「インド太平洋概念は確定したものではなく，進化中であり，米国側とも緊密に協議している」
とした韓国外交部の説明がより実態に近いというべきであろう。
実際，2017年 11月の米韓首脳会談で「インド太平洋」が議題になり，同じく文在寅大統領の新南
方政策が公式に提唱されて以来，米韓間で 2つの構想をいかに連携するかをめぐる協議が本格的に進
められた。2018年 8月末，ソウルで米韓の外交当局間協議が開かれ，「両国は新南方政策とインド太
平洋戦略の相互補完的な性格に注目」し，「両国の政策間の接点を探す」努力に合意するなど，実務
レベルの詰めが続けられた 83。こうした作業を踏まえて，2019年 6月 30日，ソウルでの米韓首脳会
談で「インド太平洋」に関する協力の大枠が合意された。共同記者会見の冒頭発言で，文在寅大統領
は，米韓同盟を「域内の平和と安定，繁栄の核心軸（linchpin）」と呼び，両首脳が「公開性（open-
ness），包容性（inclusiveness），透明性（transparency）という域内協力の原則に従って，韓国の新
83 外交部「韓米間の新南方政策およびインド太平洋戦略関連協議――韓米両国の政策・戦略間の接点模索を通じた域内協力の
可能性論議」（報道資料），2018年 8月 24日，http://www.mofa.go.kr/www/brd/m_4080/view.do?seq＝368529。この高位実
務者協議には，韓国外交部から北米局長，南アジア太平洋局審議官ら，米国務省からはダグラス東アジア太平洋担当副次官
補らが出席した。
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南方政策と米国のインド太平洋戦略の間の調和された協力を推進することにした」と述べた 84。米国
側が公表した英語原文では，「調和された協力」は「共通の土台を模索する（find common ground）」
と訳された 85。
7月 2日，米国務省が発表した要旨には首脳会談の合意事項がより詳細に明記された 86。そのうち，
「インド太平洋における協力の進化」の項目には，米韓協力の原則として，「良いガバナンス，透明性，
法の支配，主権，ルールに基づく秩序，市場経済原則」などをあげ，協力分野としては，「開発援助，
エネルギーとデジタル安全保障，海上法執行能力構築支援，災害対応力」などを列挙した。これらの
キーワードは，前述の日米間の合意文書などとも共通するものとなっている。また，「ASEAN中心
性および関連地域機構の支援」が明記された。「ASEAN中心性」が強調されたのが米韓間の合意の
特徴であり，日米合意文書には同様の表現はない。後述するように，「ASEAN中心性」を旗印に独
自の「インド太平洋構想」を掲げる ASEANとの連携で，大国主導ではなく，ミドルパワーによる地
域統合的な外交の道を模索しようとする文在寅政権の志向性が良く表れている。
2019年 6月 30日の米韓首脳会談におけるインド太平洋戦略をめぐる米韓間の調整内容は，前節で
検討した 2018年 9月の日米首脳会談，同 11月の安倍・ペンス会談での日米合意と概略において類
似しており，米韓協議は日米にやや遅れつつ，ほぼ同じような形で進められたといえよう。
米韓は，2019年 6月の首脳会談の後続措置として，同年 11月 2日，次官補級協議を経て，インド
太平洋協力に関する「共同説明書」（ファクト・シート）を発表した 87。この合意文書は基本的に 6月
30日の米韓首脳会談での合意を土台としながらも，具体的な協力分野は韓国の新南方政策の枠組み
に沿って列挙された。まず，「インド太平洋地域」における米韓協力の原則として，「開放性，包容性，
透明性，国際規範に対する尊重，ASEAN中心性」が再確認された。具体的な協力内容は，韓国の新
南方政策の三本柱の枠組みに合わせて，「繁栄」「人間」「平和」の 3つの分野に分けて記述された。
経済分野に当たる「繁栄」に関しては，エネルギー開発，インフラ建設，開発金融，デジタル経済面
84 「文大統領の韓米首脳会談共同記者会見冒頭発言」（2019年 6月 30日）『news1』，http://news1.kr/articles/?3658417。
85 “Remarks by President Trump and President Moon of the Republic of Korea in Joint Press Conference,” June 30, 2019, 
The White House, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-president-trump-president-moon-republic- 
korea-joint-press-conference/.
86 “President Donald J. Trump and President Moon Jae-in Reaffirm the United States’ and Republic of Korea’s Ironclad 
Alliance,” Fact Sheet, Office of the Spokesperson, The White House, https://www.state.gov/president-donald-j-trump-and-
president-moon-jae-in-reaffirm-the-united-states-and-republic-of-koreas-ironclad-alliance/.このトランプ大統領の訪韓は，
6月 30日，板門店での金正恩国務委員長とのサプライズ会同が注目を集めたが，米韓首脳の間では，北朝鮮問題だけでなく，
「インド太平洋」戦略の調整をはじめ，米韓間の防衛・経済問題が多く取り上げられた。米国務省の「ファクト・シート」
には，北朝鮮問題より，インド太平洋地域への共同プロジェクトや韓国企業の対米投資案件が細かく記されている。以前の
米韓間の会談記録に比べ，トランプ政権の関心のあり方をよく示している。
87 外交部「韓米次官補協議結果」（報道資料），2019年 11月 2日および「新南方政策とインド太平洋戦略間の協力を増進する
ために努力する韓国と米国」（ファクト・シート），2019年 11月 2日，http://www.mofa.go.kr/www/brd/m_4080/view.
do?seq＝369707。「ファクト・シート」の英語版（“Fact Sheet: The Republic of Korea and the United States Working Togeth-
er to Promote Cooperation between the New Southern Policy and the Indo-Pacific Strategy”）も報道資料に添付されている。
同協議の結果として公表された合意文の名称は韓国語では「共同説明書」，英語では「ファクト・シート」となっている。
韓国メディアによると，米国務省は当初「共同声明」（Joint Statement）としていたが，のちに，韓国側の名称「説明書」に
合わせて，「Fact Sheet」に変更したという。『韓国経済』2019年 11月 3日。前節でみたように，2018年 11月 13日，安倍・
ペンス会談の結果として発表されたインド太平洋に関する日米合意文は「共同声明」となっている。米韓合意文の名称には，
インド太平洋協力の戦略性や公式性を薄める印象がある。タイ・バンコクで開かれた高位実務者協議は，韓国外交部の尹ス
ング次官補と米国務省のスティルウエル次官補が代表を務めた。
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での協力が示された。「人間」は主として社会開発，人的資本の領域として，良いガバナンス，市民
社会の力量向上支援が掲げられた。最後の「平和と安全保障」については，基本的に「多様な非伝統
的安全保障」の課題に取り組むと明記され，超国家的犯罪，自然災害，環境破壊，水資源問題などへ
の対応が具体的に示された。合わせて太平洋島嶼国支援が詳しく列挙されたのも目を引く。日米間で
も太平洋島嶼国支援の連携が課題となっているが，中国の進出への対応であることはいうまでもな
い。
以後，米韓間では，各分野別の協力が関連機関を中心に検討，展開されている。例えば，直後の
11月 6日，ソウルで開催された米韓高位級経済協議会（Senior Economic Dialogue ＝ SED）第 4次
会合では，他の二国間の経済問題に加え，韓国の新南方政策と米国のインド太平洋戦略間の「連携方
案」が主な議題となった。この会合には，韓国側は第 2外交次官を首席代表に，外交部だけでなく，
企画財政部，女性家族部，科学技術情報通信部，韓国国際協力団（KOICA），韓国海外インフラ都市
開発支援公社（KIND）の関係者，米国からは国務省経済次官を首席代表に，海外民間投資公社
（OPIC），国際開発庁（USAID）の関係者らが出席した 88。会合では，新南方政策とインド太平洋戦略
の連携のために，外交部と USAID，企画財政部と米財務省，KINDと OPICなど，米韓の関連機関
間で多くの協力覚書（MOU）が締結された。
以上のように，米韓間では，外交・経済担当の部署を中心に，いわばローキーでソフトな安全保障
課題で「インド太平洋戦略」の協調が進められていると要約することができる。
6.　むすび――ミドルパワー外交の連携と「インド太平洋」
文在寅政権の新南方政策は，中国の「一帯一路」構想に対抗して，米国や日本が「インド太平洋」
戦略を進め，地政学的な葛藤が高まる中，朝鮮半島をはじめ東アジアに「新冷戦」の対立構図が出現
することを避けようとする外交戦略の側面がある。米国が求めるインド太平洋戦略の体制への直接的
な参加に距離をおきつつ，事実上それに関わることができる仕組みの模索といえる。他方で，文在寅
政権は，中国の「一帯一路」構想にも第 3国協力という形での限定的な参加を検討している。2019
年 6月 30日，トランプ大統領との首脳会談で「新南方政策とインド太平洋戦略と調和された協力」
に合意した文在寅大統領は，同年 12月 23日，北京での習近平国家主席との会談では，「一帯一路構
想と新南方・新北方政策間の連携」による多様な取り組み 89に言及した。安全保障を中心に多くの面
で米国との伝統的な関係を基盤としつつも，最大の輸出市場であり，北朝鮮問題でも大きな影響力を
持つ中国との関係を重視せざるをえない韓国としては，「架橋国家」の試みは苦渋かつ不可避の選択
ともいえよう。
米中間の勢力争いの中で，韓国が単独でできることには自ずと限界がある。しかし，新南方政策と
いう形で，独自の地域外交の余地をある程度確保しているのは，同様の課題を抱える域内諸国との連
携を通じてである。米中対立による地域の分断を憂慮する域内ミドルパワー外交の連携が新南方政策
88 外交部「第 4次韓米高位級経済協議会開催（11.6）――新南方政策とインド太平洋戦略間の連携協力方案模索のための共同声
明採択，女性の経済的力量強化行動計画採択」（報道資料），2019年 11月 6日，http://www.mofa.go.kr/www/brd/m_4080/
view.do?seq＝369715。
89 『朝鮮日報』2019年 12月 13日。
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の構想を可能にした土台であり，また，その帰趨を決する状況要因となろう。前で述べたように，韓
国の新南方政策が主なパートナーとして想定しているのは ASEAN（とりわけインドネシア）とイン
ドである。以下では，韓国と同じように，米中対立の激化を懸念し，独自の「インド太平洋」構想を
進めているインドネシアとインドの地域外交について検討し，文在寅政権の新南方政策の可能性と課
題を指摘することで本稿の結びにしたい。
韓国文在寅大統領が構想を最初に打ち出す場として選んだことにも表れているように，インドネシ
アは新南方政策の「核心的パートナー」90と位置付けられている。実際，ASEANの大国であり，戦後
冷戦期以来，地域に対する域外大国の影響力を警戒し，非同盟外交を主導してきたインドネシアは，
日本や米国による「インド太平洋」概念の登場にいち早く反応した。第 4節でみたように，2010年
代に入り，米日豪などで「インド太平洋」戦略の議論が台頭すると，2013年，インドネシアのマル
ティ・ナタレガワ外相は早速「インド太平洋平和友好条約」を提唱した。豪州の『国防白書』に「イ
ンド太平洋」概念が初めて公式に登場した年であった 91。
さらに，2017年 11月，米トランプ大統領が「インド太平洋」構想を正式に提唱すると，インドネ
シアの対応も本格化した。インドネシアをはじめ ASEAN諸国の懸念は，「激化する米中の勢力競争
が，長くアジア太平洋地域諸国が享受してきた平和と安定，繁栄を脅かす」ことであった 92。東南ア
ジアの「地域的自立」を維持するためには，「米国と中国の両方への関与」が不可欠というのが，
ASEAN諸国の共通した考えであった。それを背景に，インドネシアのジョコ・ウィドド政権は，
ASEANが新しく台頭する「インド太平洋」概念に積極的に関わるように，外交的イニシアティブを
とり始めた。その結果として，2019年 6月，ASEANが独自の「インド太平洋」構想を打ち出すこと
になる。それを主導したインドネシア外交について，歴代政権のアドバイザーを務めたデウィ・アン
ワルは，「競争より協力」という価値に基づく点を強調し，「カント的ミドルパワー」外交に属すると
評価している 93。
ルトノ・マルスディ外相が 2018年 1月の年頭記者会見で，インド太平洋地域に関する議論におい
ても，インドネシアをはじめ東南アジア諸国が「主要なプレイヤー」（prominent player）になるべ
きと提唱して以来，ジョコ大統領が ASEAN首脳会議や東アジアサミットなどの場でリーダーシップ
を発揮し，2019年 6月 23日，タイ・バンコクで開かれた首脳会議で，ASEANは独自の外交戦略文
書として「インド太平洋に関する ASEANの展望」94を採択した。そこでは，米中が影響力拡大を競
90 韓国のメディア報道や政府文書などには，インドネシアを「核心的パートナー」とする表現が多くみられる。例えば，外交
部・報道資料「第 2次官，インド太平洋協力高位級会議出席」（2019年 3月 20日）はインドネシアについて，「ASEANの
中心国家であり，韓国の核心的協力パートナー」と呼んだ。http://www.mofa.go.kr/www/brd/m_4080/view.do?seq＝
369077。
91 マルティ外相が提案した「インド太平洋条約」の概要や経緯，ASEAN諸国の反応などについては，福田保「ASEANと〈イ
ンド太平洋条約〉構想」日本国際問題研究所編『〈インド太平洋〉時代の日本外交――Secondary Powers/ Swing Statesへの
対応』（平成 25年度外務省外交・安全保障調査研究事業）日本国際問題研究所，2014年，105～114頁を参照。
92 Dewi Fortuna Anwar, “Indonesia and the ASEAN Outlook on the Indo-Pacific,” International Affairs, 96: 1 （2000）, pp. 111‒
129.この論文の著者デウィ・アンワルは，ハビビ大統領とボエディオノ副大統領のアドバイザーを務めた学者である。Wil-
lis, David, “Indonesia’s New Geopolitics: Indo-Pacific or PACINDO?” in Priya Chacko, ed., New Regional Geopolitics in the 
Indo-Pacific: Drivers, Dynamics and Consequences, New York: Routledge, 2016, p. 76.アンワルは，とくに 2017年，QUAD協
力が 10年ぶりに復活したことにインドネシアと ASEANが懸念を深めたとしている。
93 Dewi Anwar, “Indonesia and the ASEAN Outlook on the Indo-Pacific,” pp. 113‒116.
94 “ASEAN Outlook on the Indo-Pacific,” June 23, 2019, https://asean.org/asean-outlook-indo-pacific/.
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うインド太平洋地域について，ASEANが「中心的かつ戦略的役割を果たす」ことが強調され，「対
立の代わりに，対話と協調のあるインド太平洋」を目指すと宣言した。ASEANのインド太平洋戦略
の原則として，「ASEAN中心性，包括性，補完性，国際法に基づくルールベースの秩序，経済的関
与の推進」などを謳い，具体的には，東アジアサミットなど，ASEAN主導の枠組みを「対話と協力」
のプラットフォームとして提示した。ASEANとしては独自構想を掲げ，米中と一定の距離を保ちな
がら双方とケース・バイ・ケースで協力していこうとする姿勢を示したといえる。同構想の策定を主
導したインドネシアのルトノ外相は，「世界の大国間の競争を克服することが目的」と強調した 95。韓
国文在寅政権の新南方政策の策定過程は，インドネシアが主導した ASEAN構想の経緯と時期的に重
なっており，概念的にも類似したところが多く，密接に連携した様子が窺える 96。韓国とインドネシ
アは，2017年 11月の文在寅大統領の国賓訪問を契機に，両国関係を「特別戦略的パートナーシップ」
に格上げし，外交・国防閣僚による「2＋2」の設置を進めるなど，緊密化を図っている。
韓国文在寅政権が新南方政策の「核心的パートナー」と位置付けるもう 1つの国はインドである。
インドは「新興大国」であり，ミドルパワーではない。しかし，堀本武功によると，インド外交には，
グローバル（全世界），リージョナル（アジア・西太平洋，インド洋），サブリージョナル（南アジア）
など 3つの異なるレベルがあるという 97。グローバル・レベルでは，世界的な「大国」としての地位
を目指し，当面の目標として「世界の多極化」を促進するため，中国との連携や BRICSの枠組みに
力を入れる。一方で，南アジアというサブリージョナル・レベルでは，「覇権の確立と維持」が目標
となる。その反面，アジア太平洋もしくはインド太平洋のリージョナル・レベルでは，中国の影響力
拡大に対抗すべく，日米との協力で勢力均衡を図るとともに，ASEANとの連携を軸に地域統合の推
進に重点を置く。「インド太平洋」においては，ASEANとともにある種のミドルパワーの役割を担っ
ていると言ってよいだろう。モディ政権は ASEANとの関係強化を「アクト・イースト政策の中心」
と位置付けている。ASEANの中でもインドネシアとの関係が重視され，2016年 12月，「海の隣国」
として海洋協力の宣言，国防相レベルの安全保障対話の制度化に続き，2018年 5月には，両国関係
を「包括的戦略的パートナーシップ」に格上げした 98。
以上でみたように，インドネシアとインドの地域外交は，韓国と共通するところが多く，米中対立
による地域の分断を回避し，包括的な地域枠組みを志向する点で，ミドルパワー外交の特徴を共有し
ている。そのような地域的連携の基盤があったからこそ，文在寅政権は米国が進めるインド太平洋戦
略態勢に直接関わる代わりに，独自の枠組みを設定することができたといえる。
また，そのミドルパワー外交の連携が一定の成果を上げたのも事実である。インドネシアが主導し
た ASEAN独自の「インド太平洋」構想は米日の戦略構想に影響を与えた。2018年 8月，ARFに出
95 『日本経済新聞』2019年 6月 24日（朝刊）。
96 新南方政策の展開でもインドネシアのインド太平洋構想と積極的な連携を図っている。例えば，2019年 3月 20日，インド
ネシア政府が主催したインド太平洋協力の高官級会議に韓国の外交次官が出席し，新南方政策の考え方を披歴した。同会議
は，インドネシアがインド太平洋地域のあり方を議論する目的で，米，中，日，露，豪など域内関係国の外交当局者を招い
て開いたものである。外交部「第 2次官，インド太平洋協力高位級会議出席」（報道資料），2019年 3月 20日，http://www.
mofa.go.kr/www/brd/m_4080/view.do?seq＝369077。
97 堀本武功『インド　第三の大国へ――〈戦略的自律〉外交の追求』岩波書店，2015年，12～30頁。
98 伊藤融「インドからみた〈インド太平洋〉」日本国際問題研究所編『〈インド太平洋〉時代の日本外交――Secondary Powers/ 
Swing Statesへの対応』（平成 25年度外務省外交・安全保障調査研究事業），日本国際問題研究所，2014年，36～37頁。
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席したポンペオ国務長官は，「米国のインド太平洋戦略において ASEANは中心的な存在」と述べ，
ASEAN側の懸念に応えざるをえなかった 99。2019年 11月に公表された米国務省のインド太平洋報告
書でも，「インド太平洋に関する ASEANの展望」の諸原則が米国のビジョンと「収斂」するものと
評価し，同地域のアーキテクチャーにおいて ASEANが「中心的」と記した。前述の通り，2019年
9月，日米豪印 4か国の戦略対話が初の閣僚級会議を開いた際に，「ASEAN中心性と ASEAN主導の
枠組みに対する強固な支持」を表明したのも，ASEAN側の懸念を意識したものであった。
韓国が米韓の「共同説明書」に「ASEAN中心性」を明記し，大国主導のインド太平洋構想に一定
の距離を置くことができたのも，ASEANやインドなど域内の他のミドルパワーとの連携が土台に
あったからである。文在寅政権が新南方政策という，独自のインド太平洋構想を打ち出しのもこうし
た域内の動きを踏まえたものであり，単なる机上の空論や理想論ではなかった。その意味で，文在寅
政権の新南方政策は，一定の進展を示しており，現実的な戦略としての可能性を秘めているといえよ
う。
ただ，現在のところ，進展があるのは米国のインド太平洋戦略のソフトな部分，すなわち域内の経
済や社会開発支援の面であり，安全保障協力でも非伝統的な分野に限られている。その点では，イン
ドネシアやインドなど，他のミドルパワーとの連携は可能であり，今後も一定の成果を上げることは
ありうる。しかし，インドネシアやインドとは違って，韓国は米国と軍事同盟関係にあり，例えば，
南シナ海などで「航海の自由」作戦のような軍事力の展開を伴う行動を求められた場合，「架橋国家」
の立地は狭めざるを得ない。新南方政策の成否は依然として米中関係のあり方に大きく依存している
のが現実であろう。
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